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論 壇

　新たな森林経営管理制度や森林環境譲与税等の施行をひかえて国民の森林への関心
が高まっている。多くの計画が進行している木質バイオマス発電所事業の資源として
も，国内の森林への期待は大きく，林業の成長産業化への可能性が高まっている。
　国土の 7割を占め年間に 1億m3以上の林分材積成長量がある森林の生産利用は，
その 3割にとどまっており，林業・素材生産業の拡大にはまだまだゆとりがあるため，
積極的な展開の可能性がある。各種の情報通信技術を利用して，これまでとは異なる
技術と体系での新たな産業化が期待される。

●スマート林業とは
　現場作業から丸太などの製品販売まで，各工程の進行状況，荷役の場所とタイミン
グ調整，出荷納品先など，複雑な意思決定のネットワークが地域の林業ビジネスモデ
ルを形成している。各工程間の連携は，それらを担う現場作業者から報告される情報
を，工程間で共有することによって行われている。従来のビジネス形態では木材生産
の上流工程から，現場の進行状況を後段工程に伝えて運材が進行する。そして，それ
によって生産サイドと需要サイドを適切に調整・合致させることのできるデジタルシ
ステムとして，地域の林業サプライチェーンマネジメント（SCM）システムを構築す
ることが「林業のスマート化」であり，そのような林業が「スマート林業」である。
　しかし，現在のスマート林業への関心は，地域の林業ビジネスの素材生産と売買に
おけるマッチングに集中してしまっているのが実情である。丸太の規格，量，納期が，
生産と需要の双方でマッチするように，システムマネージャーが調整して数量を生産

ICTが拓くスマート林業の姿

東京大学大学院農学生命科学研究科 准教授
〒 113-8657　東京都文京区弥生 1-1-1
Tel 03-5841-5225　Fax 03-5841-7553
E-mail：nitami@fr.a.u-tokyo.ac.jp

　昭和 61 年東京大学大学院農学系研究科博士課程修了，農学
博士（東京大学），東京大学農学部助手，平成 4年同助教授。
平成 4年スウェーデン農科大学（SLU）客員研究員。平成 5年
カナダ林業工学研究所（FERIC）客員研究員。同年東京大学農
学部演習林勤務，平成 13 年東京大学大学院農学生命科学研究
科勤務，平成 19 年准教授，現在に至る。平成 17 年森林利用
学会賞受賞「複合規格路網に関する研究」。
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事業へ貼り付けることがスマート林業の核心部分であるが，立木の伐倒，集材，造材，
丸太の搬出，掽

はい
積み，運材，それぞれの工程のサービスを適切なタイミングで提供で

きなければ，丸太そのものが生産されず道路脇に出てこない。すなわち，これら素材
生産作業システムは，地域林業 SCMシステムのサブシステムに位置付けられている
わけである。
　同様に，さらに上流の間伐や主伐施業の計画設計も同 SCMシステムのサービスで
あり，すでに制度として存在し，地域森林計画事業の根幹となる計画を提供する森林
経営計画というサブシステムを構成している。これにより，短期将来的な地域の森林
の育成デザインと，年度ごとの具体的な素材生産事業計画を示すことになる。

●スマート林業のメリット
［生産・提供と需要・処理のマッチング］　スマート林業の主たる目的は，生産と需要
のマッチングであり，需要条件を満たすように生産サイドを制御することである。求
められた規格，量を提示された期限までに納めるように生産物，丸太を取りまとめる。
これまでは木材市場へ出荷して落札機会を待っていたものが，買方の需要情報に応じ
た協定取引によって，任意のタイミングで売買される。これにより実証事業では 1m3

あたり 1,000円程度価格が上昇した。さらに，協定販売価格の上昇は，市場にも影響
して価格を押し上げた 1）。なお，スマート林業には，素材の需要と供給におけるマッ
チングとともに，地域林業 SCMシステムを構成する各ポイントや工程での，作業等
のサービスの提供量と必要処理量とのマッチングも含まれる。
［生産性の向上］　バリューチェーンのデジタル化，工程や処理手数のデジタルシステ
ム化によって処理能率が各所で向上する。林況調査と作業設計の効率向上によって
1m3あたり 150円ほどの経費改善が見られた。本質的な能率の向上は，後述の現場
作業の改善によってもたらされる。
［地域森林の活用状況の見える化］　いよいよ新たな森林経営管理制度と森林環境譲与
税が施行される。地域で自らの森林がどのように扱われているか，大いに関心が注が
れるようになると思われる。それに応えるためには，現地の森林施業を具体的に見え
るようにすることが必要だが，それは容易ではない。
　そうした森林の見える化には，各種の測量手法が有効に用いられており，森林を上空
から撮影もしくはレーザースキャン測量をして木の本数，高さ，樹冠形状や地表の高さ
を知ることができる。これらから立木材積（推定），針広別エリア，路網や山地安定化
処理計画を検討することができる。さらに，林内を地上からレーザースキャン測量する
ことによって，立木の位置，胸高直径，形状，樹高，地表形状を得て林況を 3次元表示
させることが可能で，そこから立木の通直性も把握することができる。また，間伐など
による手入れの成果，それによる林況の変化を 3次元表示させることもできる。これら
は，これまでの林況調査，毎木調査を革新的に変えるもので，精度を高めるとともに，
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選木や採材基準も新たなものに進化していくと期待される。さらに，森林環境譲与税施
行にともなって高まる身近な森林への関心に対して，臨場感とともに地域森林の状況を
3次元仮想空間によって示すことができれば，満足感の高い評価を得ることができる。
［若年労働力の確保と定着］　緑の雇用制度によって若者の林業への新規就職が促進さ
れ，森林組合や林業事業体などでの雇用につながり，豊かな自然環境のもとで生活し
ながら働く機会が提供されている。しかし，炎天下で行う下刈りなどの作業の過酷さ
が就労を継続する妨げとなる場合が少なくない。後述のような人力作業支援装置を活
用した新たな林業作業が，作業環境の効率化だけでなく安全衛生の点において林業を
他産業と同レベルの就労の場に近づけることができる。

●スマート林業における生産性向上への課題
［収益向上のために］　ビジネスチャンスのマッチングによって，販売機会のムラ，ロ
スが少なくなるとしても，本質的な収益向上は作業の効率化による経費の削減である
ことは言うまでもない。林業が素材生産と販売によるビジネスを主とするものである
からには，素材生産業の生産性向上を避けては通れない。発電事業向けの低質材（木
質バイオマス）販売においてもこの点が課題である。
　我が国は，急

きゅうしゅん
峻な地形の山岳国であり，森林資源の多くがそこにあって収穫を効率

的に行うことが困難な状況である。昔は木材価格が人件費に対して高かったため，林
業がビジネスとして成立していたが，今日では木材価格の低下により高い生産性が求
められている。しかし，海外では人件費が高い北欧諸国でも，大いに木材が輸出され
ており，我が国と同様に厳しい地形の中部ヨーロッパでも，高い生産性を確保して林
業ビジネスを黒字産業にしている。その要因には，森林所有者協会，森林管理協会な
どの組織の存在があり，年間の事業とりまとめ計画量を設定して，大手製材・製紙会
社などとの販売契約もなされていることが挙げられる。
［事業とりまとめとビジネススケールを考える］　前述の「事業とりまとめ」は，木材
の販売機会をマッチさせるだけではなく，生産事業における作業能率にも大きく影響
する。例えば，1日に 50m3の素材を生産（搬出・掽積み）することができるタワー
ヤーダ機械化作業班を想定し，間伐，主伐すべての生産事業を担わせることを考える。
間伐の作業能率は，主伐の半分程度とする。森林経営計画で，当該地域の山林は針葉
樹人工林を 60年輪伐期で施業経営すると想定した場合，対象林分として持続的に循
環する施業総面積を収穫表を用いた計算から 900haに設定すれば，1つの高能率な作
業班が年間 200日稼働する林業が可能である 2）。対象地は 1団地である必要はなく地
域の森林経営計画の森林に分散して存在していればよい。生育段階が異なる多様な複
数の森林が織りなすパッチワークのような合計 900haの森林がそれぞれ動き続ける
のである。1万 ha程度の人工林を有する市町村は数多くあり，生産事業計画で森林
の成長に見合った適切な対象林分と事業期を設定することによって，これまでにない
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年間事業量と雇用を生み出すことができる。すなわち，現在の森林に合わせて人の働
きかけ（施業）を割り付けることが求められている。

●技術発展の可能性
［情報システム］　SCMシステムの構築において情報の共有は不可欠である。しかし，
共有と聞いて経営機密情報が筒抜けになるのではないかと危惧する方もあるだろう。
特に，情報システムをクラウド化してインターネットサービス上で提供するという表
現には，すべての情報がフルオープンになってしまうのではないかと不安になるよう
だ。情報システムへのアクセスはもちろん，データベース化された情報へのアクセス
には，ID，パスワードによる管理があり，ビジネスで共有する情報は，システム設計
時に確認され組み込まれた，限られた提供データのみで，情報セキュリティーは安全
であり安心して利用できる。
　さらに，高度な機能やセキュリティーが要求されるブロックチェーン技術も将来的
には利用可能となるだろう。インターネットの情報連携が即時であることが基盤とな
るが，デジタル鍵技術に基づく分散台帳技術を利用し，広域における多様なステーク
ホルダーによる SCMが可能である。すなわち，ブロックチェーン技術をベースとす
る地域林業 SCMシステムが効果的に構築される。多様なステークホルダーによる
SCMでは，管理者なしに，売買や事業の割り付けがなされるスマートコントラクト
の登場も期待される。
［機械による人力作業の環境改善］　林業における多くの作業は人力歩行を基本とする
ため，肉体への労働負荷が大きい。現場最寄りの自動車道路から作業現場までの移動
および作業のほとんどは歩行である。タワーヤーダの荷掛け作業者を GPS追跡する
と，1日の作業の歩行移動距離は 6kmであった。下刈り作業など，可搬式機械を保
持しながらの歩行移動は長距離ではなくとも負荷の高い作業となる。そのため，足を
滑らせての機械誤切削による人体傷害が発生する危険もある。これらの自然環境下で
の人力歩行ベースの作業全般を改善することが，従来からの，また，喫緊の課題であ
る。そのために，この人力作業を支援する機械が必要である。実際に林業機械メーカ
ーとそのような車両系機械の開発を進めている。この，傾斜対応性のある一人乗りの
小型車両機械によって，林業での人力作業が根本的に改善され，労働負荷と安全性に
おいて基準を満たす作業環境が提供できると考えている。
［ICTによる機械作業の改良］　可搬式作業機械は，人間が保持して作業に用いる機械
であり，チェーンソーなどに代表されるように，人力による作業能力を強化拡大する
が，うまく扱わないと安全性が低下するだけでなく，想定した機能を発揮できない。
そのため，安全作業講習会などが開催されているが，実作業現場では多くの労働災害
が発生している。そこで，各種センサーで動作を記録できるスマートチェーンソーを
開発中である。これは，機械操作姿勢や手順などを数値やランプ点灯で表示し，作業
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記録などによって具体的な指示
指導が行えるため，緑の雇用な
どの新規参入者や操作の習熟が
必要な者への教育，作業従事経
験者へのアドバイスなどに役立
つ。また，災害事後の検証では，
原因の究明を定量的に行うこと
ができる。さらに，スマートフォ
ンと連携させればデジタル日報
に利用できるようになり，後述

の機械作業と同様に現場 IoTデータセットの一つとして SCMシステムにも利用できる。
［車両系作業機械等の管理］　素材生産事業は，通常複数の機械，作業員で構成される。
これらの各作業ポイントの状況を，時間とともにデータベース化することで，それを
基盤データとして，各作業点での作業時刻位置情報データから班作業の状況と成果を
取りまとめ，日々の作業成果を正確に，地図，数量データで班作業員と共有すること
ができるようになる（図①）。
［架線系作業機械の再検討］　従来の集材機やタワーヤーダは，先山で駆動されるフッ
クなどを長いワイヤーを介してドラムで巻き取ることによって力を伝達発生させてい
たが，駆動力を分散させ，力点と接近させることによって，単純な仕組みでワイヤー
クレーン機構を駆動させることができる。このような機構を自律分散型集材架線機構
と呼ぶ。作業索は現場に複数分散配置されるドラムによって駆動され，それらは全体
を統括するシステムから無線通信で発する同期動作命令により制御される。容易に架
設でき，林況調査から伐木・造材・集運材作業を自動で行うことができる。

● ICTが拓くスマート林業の姿
　これまでアナログ的であった事業，作業，ビジネス間の情報のやり取りを，デジタ
ル化してムラ，ロスを抑えるとともに，森林計画，施業計画，施業，荷役集配の各工
程において事業のデジタル化を進め，デジタルな SCMシステムを構築することが林
業の新たな形としてのスマート林業の基盤である。生産工程においては人力作業に配
慮した高効率な作業システムが不可欠である。SCMを根幹として，地域森林情報の
デジタル化，高精細データベース化から計画，作業のデザイン，需要マッチング，そ
して，情報の集約とサブシステム管理，システム稼働状況管理が分散協調的に駆動し
て地域林業が動いていくことが期待される。 ［完］

≪引用文献≫
1） スマート林業構築コンソーシアム. 「ICT を活用した木材 SCMシステムの構築」，「革新的技術開発・緊急
展開事業」平成 31 年度研究成果報告書. 2019.

2）仁多見俊夫. スマートフォレストリーの可能性と具現化の課題. 関東森林研究. 68（1），2017.

▲  図①　 生産現場管理システム（メニューと
作業日成果例）作業位置情報によって
成果状況を共有，データベース化する。
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林業従事者数の推移

○林業従事者数は減少傾向
　森林の施業は，主に，山村で林
業に就業して森林内の現場作業等
に従事する林業労働者が担ってい
る。林業労働者の確保は，山村の
活性化や雇用の拡大のためにも重
要である。
　林業労働力の動向を，現場業務
に従事する者である「林業従事者」
の数でみると，長期的に減少傾向

で推移した後，平成 22（2010）年
は 51,200人で平成 17（2005）年比
2％減となり，減少ペースが緩ん
だものの，平成 27（2015）年には
45,440人で平成 22（2010）年比
11％減となっている。林業従事
者の内訳をみると，伐木・造材・
集材従事者は，平成 27（2015）年
は 20,910人（平成 22（2010）年比
11％増）となっており，近年増
加している。一方で，育林従事者
は，長期的に減少傾向で推移し，
平成 27（2015）年は 19,400人（平
成 22（2010）年比 29％減）となっ
ており，特に 45歳から 64歳の
年齢層で大きく減少している。
　林業従事者の高齢化率（65歳
以上の従事者の割合）は，平成
12（2000）年以降は低下し，平成
22（2010）年には 21％となったが，
平成 27（2015）年は，我が国全体
の 65歳以上の就業者が増加し全

産業の高齢化率が平成 22（2010）
年の 10％から 13％に上昇するな
か，林業従事者についても 5年前
から上昇し，25％となっている。
一方，若年者率（35歳未満の若
年者の割合）は，平成 2（1990）年
以降は上昇し，平成 22（2010）年
には 18％となったが，平成 27
（2015）年は全産業の若年者率が
平成 22（2010）年の 27％から 24
％に低下するなか，林業従事者に
ついては 5年前からほぼ横ばい
の 17％となっている（図①）。林
業従事者の平均年齢をみると，全
産業の平均年齢 46.9歳と比べる
と高い水準にあるが，平成 12
（2000）年には 56.0歳であったも
のが，若者の新規就業の増加等に
より，平成 27（2015）年には 52.4
歳となっており，若返り傾向にあ
る。

（要旨）林業従事者数は長期的
には減少傾向で推移しており，
平成 27（2015）年には 45,440 人
で平成 22（2010）年比 11％減と
なった。
　林業従事者の高齢化率は 5年
前から上昇し，25％となってい
る。一方で若年者率はほぼ横ば
いの 17％となっているが，林
業従事者の平均年齢は若返り傾
向にある。

▲図①　林業従事者数の推移
注  1：高齢化率とは，65 歳以上の従事者の割合。 
2：若年者率とは，35 歳未満の従事者の割合。

資料：総務省「国勢調査」
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ら精密に」を合言葉に共同研究を進めてきました。
　さらに，普及機関として長野県が加わり，産学
官連携コンソーシアムとして普及を推進する体制
に発展しました。
　すなわち，スマート精密林業「長野モデル」と
は，技術体系を示すだけでなく，普及を含めた実
行体制も含んだものなのです。ここでは，北信州
森林組合での技術活用に加え，長野県の普及展開
の取組を報告します。

　森林資源情報は森林経営・管理に必須の情報で
あることは言うまでもありません。保育から利用
の段階となった現在ではなおさらです。しかし，
既存の情報は実態と大きなかい離

4 4 4

があり使用に耐

レーザセンシング（LS）による
森林資源情報の活用

スマート精密林業「長野モデル」
現場レベルでの ICT活用の取組

北信州森林組合 業務課長
〒 383-0061　長野県中野市壁田 938-1

Tel 0269-38-0371　Fax 0269-23-5350　E-mail：m.horisawa@jforest-kitashinshu.or.jp

　長野県では「森林県から林業県へ」のスローガ
ンのもと，森林資源活用の推進を図っています。
近年，県内の素材生産量は上昇傾向で，一見する
と成果が上がっているように見えますが，それは
旺盛な需要に牽

けんいん
引された受動的な結果であり，積

極的な展開とは言い難く，「林業県」を標
ひょうぼう
榜する

にはまだまだなのが実情です。
　私たち北信州森林組合も同様で，機械設備や路
網などのハード面の整備によって生産力は向上し
たものの，効率や持続可能性などの観点から地域
森林資源を十分に活かしているとは言い難く，そ
れを克服するための方策として地理空間情報と
ICT（情報通信技術）を活用した森林資源管理と
流通体制の改善を模索していました。そこに，国
内ではいち早く森林レーザ計測の研究を手がけ，
開発技術の社会実装を目指す信州大学（加

かとう
藤正

まさ と
人

教授）との思惑が一致し，加藤氏の「アバウトか

スマート精密林業「長野モデル」とは

堀澤正彦

特 集 林業の ICT 情報をどう使うか

▲図①　森林GIS に単木情報（Shape File）をレイヤ化
　白い小さな点は立木単点，白線は所有界
　立木単点には，樹種，樹高，胸高直径，材積などのデータを内包 ▲図②　資源量（材積）データを抽出集計
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えません。地上調査には多くの
時間を要し人件費が嵩

かさ
むわりに

調査結果に個人差があるなど，
精度に問題があります。そこで，
基幹技術である LSにより情報
の精密化を図り，現場で活用し
ています。
（1）航空 LS
　長野県は，平成 26年に全県で森林の航空レー
ザによる計測を実施しましたが，目的が防災であ
ったため，解析作業は地形のみでした。そこで，
私たちは計測データの提供を受けて独自に森林資
源解析を行いました。
　解析により森林資源情報が全木レベルで数値化
され，地理空間情報として活用が可能となりまし
た。単木情報をデータソースとして森林 GISにプ
ロットすることにより，樹高・胸高直径（DBH）
などの単木数値のトレンド別や，所有単位・林小
班・任意画地などのエリア括

くく
りといった目的に応

じた抽出処理が容易になっています。これにより，
森林資源情報の可視化だけでなく，能動的な管理
が可能となります。
　実用事例としては，間伐作業において現場や所
有単位で抽出した森林資源情報（図①，②）をも
とに収穫量の算定をして作業計画を策定していま
す。これにより，従前の標準地調査に比べ，迅速
かつ高精度に作業計画ができるようになりました。
また，現地踏査の工数減により管理コストが縮減
されたうえ，計画策定スピードが上がったことで，
年間工程計画の策定も容易になるという副産物も
生まれました。
　さらに，実態に即した林分条件の評価ゾーニン
グ（図③）の作成が可能になります。ここで言う
ゾーニングとは制度上の機能区分ということでは
なく，LSによる蓄積量や傾斜区分などを加味し

た林分評価で，いわば森林資源情報の棚卸しです。
これにより，具体的な数値を盛り込んだ中長期の
計画策定も可能になります。
（2）ドローン LS の可能性
　近年，林業におけるドローンの活用が話題にな
っています。私たちも信州大学等とのコンソーシ
アムでドローン活用の研究も進めており，その可
能性について紹介します。
　ドローンの優位性はその機動力にあり，10ha
程度であれば，約半日で計測が可能です。また，
飛行高度 100メートルほどからの画像と LS情報
が得られるため，航空レーザ計測と同様の単木デ
ータと，高精度な樹冠の状況をとらえることがで
きます。間伐などの施業地を作業前後に計測する
ことで，伐採結果の精密な確認（図④）が可能と

▲

図③　林分評価ゾーニング図

▲図④　列状間伐作業後の樹冠解析結果

▲図⑤　ドローン LSによる自動選木結果
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樹高・DBHともに違いは誤差の範囲レベル
という結果でした（図⑥）。もとより，樹木
は不定形状のため真値が存在しないと言って

も過言ではありません。バラつきが発生しやすい
地上調査に比べ，LSによる単木解析データは平
準的な結果が得られることから，情報としてはむ
しろ信頼性が高いと言えます。

　LSによる単木情報などの地理空間情報の活用
により，木材生産および森林管理の効率化ととも
に収穫計画の高精度化が図れることを前段で述べ
ました。しかし，その先には生産された木材の販
売という課題があります。木材需給は時代ととも
に構造が変化し，広域化・大規模化・多様化が進
んできました。さらに，規格化された部材のマテ
リアルとして，ジャストインタイムの納品が求め
られるようになってきました。つまり，日本の林
業も流通を強く意識しなくてはならない時代に突
入したのです。
　流通をコントロールするには，情報を管理する
仕組みが必要で，サプライチェーンを構築してプ
レイヤー間の連携を図る必要があります。私たち
の周辺地域では，関係する森林組合や林業事業体，
運送会社でグループを構成し「共同出荷体制」と
称して北信木材センター（長野県森連が経営する
木材市場）をコーディネータとした「直送集出荷
体制」を推進しています。しかし，現在のところ
はサプライチェーンというにはほど遠いもので，
試行錯誤が続いています。理由として，計画生産
体制の整備が思うように進まないこと，複雑化し

ICT を活用した情報管理

なり，事業検査など出来形確認の省力化を図るこ
とができます。さらに，伐採結果を活用して，基
盤となっている航空 LSデータの部分更新をする
ことも可能です。
　また，同様の技術により，精密な伐採計画を策
定することが可能になります。間伐作業では標準
地調査の結果をもとに伐採（本数）率を定め，チ
ェンソーマンの裁量（感覚）で伐採対象を選定す
る方法が多く採られていますが，それでは均質な
管理は困難です。ドローン計測で得られた単木情
報と樹冠状況があれば，一定基準での自動選木に
より，伐採対象の選定が可能になり，収穫作業の
高精度化と省力化が図れます（前頁図⑤）。現状
では衛星測位精度や通信インフラなどが脆

ぜいじゃく
弱なた

め対象木のナビゲートまでは実現していませんが，
近い将来には実現できると考えています。
（3）LS による森林資源情報の精度考察
　LSによる森林資源情報に対して，計測（解析）
の精度に疑問の声を聞くことがあります。もちろ
ん絶対的な値とは言えませんが，何と言っても大
ロットで一定の信頼が置ける情報（データ）が短
期間で得られるというスピード感は大きな魅力で
す。とは言え，目視を伴わない計測値を，にわか
には信じられないという向きもあるかと思います。
そこで，地上調査との比較検証を行ったところ，

▲

▲

図⑥
　地上調査と LSとの比較検証
　調査林分状況：
　　　　　60年生，優劣差過大
　プロットサイズ：80m× 80m
　　　　　　　　　（0.64ha）
　Field Data：地上調査，TLS：地上レーザ計測，
　ALS：航空レーザ計測

▲図⑦　（左）木材検収システムスタート画面
　　　　（右）入力データ確認画面
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た情報の処理に窮していることな
どが挙げられますが，特に情報は
流通の根幹をなすもので，早急に
改善する必要がありました。そこ
で，注目したのが ICTの活用によ
る情報処理です。
（1）木材検収システム
　　～スマートフォンアプリの活用～
　私たちは，「できるだけ山に近いところで情報
を得る」という考え方で検収を行っています。な
ぜならば，それがいちばん澄んだ情報であり，か
つ最も効率よく情報収集ができると考えているか
らです。そして，それを支えているのがスマート
フォンです。情報記録と通信機能の双方を備えた，
世の中でいちばん身近な ICT機器であるこのツー
ルを使わない手はありません。そこで，「木材検
収システム」（図⑦）というアプリケーションを
共同開発し，集出荷の情報処理に使用しています。
　現場では造材と同時に規格（≒納品先）別に仕
分けをします。フォワーダのオペレータは仕分け
された掽

はい
ごとに集荷をしますが，積み込んだ時点

で検収を行いシステムに情報を入力し，データ送
信をします。受信したデータは現場ごとの出来高
集計に使用されるとともに，出荷可能情報として
情報センターである北信木材センターと共有しま
す（編注：この「木材検収システム」については，
p.20-21の久保田氏原稿にも記載がありますので，
併せてご覧ください）。
（2）情報共有システムの運用
　木材検収システムの導入により，生産現場から
リアルタイムで情報収集をすることが可能になり
ました。しかし，複数現場の情報集計に二次的な
作業を経るためタイムラグが発生し，前述の共同

出荷体制における共有情報として，それだけでは
不十分でした。
　そこで，収集した複数現場の生産情報を集計す
る情報共有システム（図⑧）を構築しました。こ
れにより，クラウドサーバを介して北信木材セン
ターとダイレクトに情報共有することが可能にな
りました。現時点では試行レベルですが，将来的
には物流（運送業者）との連携，さらには，サプ
ライチェーンの基盤システムへの発展を念頭に改
善を続けています。

　ここで言うまでもなく，労働人口は減少に向か
っています。当然，林業もその流れに逆らうこと
はできません。また，森林資源の利活用方法が変
化し続けることは想像に難しくありません。その
ような状況下で，限られた人員で最適な森林経営・
管理を行うためには，ICTを活用した林業のスマ
ート化が必要です。
　長野県では，多くの市町村・林業事業体の参画
によるスマート林業を推進する協議会「スマート
林業タスクフォース NAGANO」が設立されまし
た。ここで紹介したスマート精密林業技術を段階
的に取り入れながら，木材流通の地域連携に向け
た「長野モデル」として歩みを始めています。

（ほりさわ　まさひこ）

「スマート林業タスクフォース
NAGANO」の取組へ

▲

図⑧　情報共有システム
　情報はブラウザ（ID管理）で
　閲覧可能。
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組を支援するものであり，人吉市は G空間情報
等と森林資源（地域資源）を活かした持続可能な
「しごと創り」プロジェクトを目指すこととした。
それを具体化したものがスマート林業関連事業で
あった。
　まず，内閣府平成 26年度補正予算である地方
創生先行型交付金（上乗せ交付金）により，「『G空
間×近未来技術』を活用したスマート林業構築事
業」が平成 27年度に開始された。この中で，林
業の収益・従事者数向上に向けた対策や，川上，川
中，川下を繋

つな
ぐ仕組み作りとして，スマート林業

を推進するための現状分析，連携体制を構築する
ための産官学関係者による調査検討委員会の設置，
先進地の現状を把握するための国内外関連事例実
地調査，サプライチェーンマネジメント（以下，
SCMという。）や人材育成プログラムの検討，普
及啓発を行っていくための第 1回アイデアソン・
ハッカソン（森 HACK）の開催，などが実施された。
　翌年の平成 28年度には，内閣府平成 27年度
補正予算地方創生加速化交付金「スマート林業展
開事業～川上から川下を繋ぐ IoTや G空間を活
用した森林 SCM（サプライチェーンマネジメン
ト）が支える新たな林業～」の取組が行われた。
人吉市内の森林資源の把握を行うために，市内の
一部で航空レーザ計測が行われるとともに，スマ
ート林業を実施するための拠点「スマート林業ラ
ボ」が設置され，前年度に検討した人材育成プロ
グラムが実践された。木と触れ合うことによって

人吉市のスマート林業構築の取組

鹿児島大学農水産獣医学域農学系 教授
〒 890-0065　鹿児島県鹿児島市郡元 1丁目 21-24

Tel 099-285-8574　E-mail：teraoka@agri.kagoshima-u.ac.jp

　人
ひとよし
吉市がある球

く ま
磨地域は，熊本県の最南端に位

置する九州山地の連山に囲まれた盆地である。人
吉市は，人口約 33,000人，面積約 21,000ha，森
林面積約 16,000ha（森林率：76％）で，森林の
3分の 1が国有林であり，熊本県内でも林業が盛
んな地域である。
　人吉市では，「G空間（地理空間）情報と ICT（情
報通信技術）の活用で地域活性化や中山間地の抱
えるさまざまな課題解決を目指す」として，平成
25年 10月に，全国に先駆けて G空間× ICTシン
ポジウムを開催し，総務省平成 25年度補正予算
「G空間シティ構築事業」により，防災分野での
G空間事業が九州大学大学院 三

みたにやすひろ
谷泰浩教授主導

のもとに展開された。
　そして，G空間情報と ICTを活用する次なる分
野として，人吉市は林業に着目するようになる。
その理由としては，九州は木材生産が盛んで森林
資源を活用した新ビジネス創出の可能性があり，
熊本県内でも森林面積率が高い球磨地域は，林業
産出額および林業従事者数も県内で高い割合を占
めていることが挙げられている。

　人吉市のスマート林業関連事業は，内閣府の地
方創生関係交付金を活用して開始された。この交
付金は，自治体の自主的・主体的かつ先導的な取

はじめに

地方創生事業によるスマート林業事業の開始

寺岡行雄

特 集 林業の ICT 情報をどう使うか
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木の良さを再認識するために林業フェアや，新た
なアイデアや ICTなど近未来技術との融合による
林業の課題解決を目指した第 2回アイデアソン・
ハッカソンも開催された（図①）。
　さらに，内閣府の平成 28年度～平成 30年度
地方創生推進交付金を活用して「『G空間×近未
来技術』を活用したスマート林業展開事業」が進
められた。森林資源の把握を行うために人吉市全
域での航空レーザ計測が行われるとともに，人吉・
球磨地域の林業の姿にふさわしいビジネスモデル
の検討，若年層の林業に関する認知度向上に繋げ
る普及啓発活動として，小中学校や高校での林業
教室の開催，ハッカソン等の新たなアイデアの具
現化に向けたニーズ調査やその手法の構築，開発
に係る課題と費用対効果算定方法及び協力体制に
ついての検討が行われた。その中で，川上，川中，
川下の代表者により注文材の径級・長級・本数・
価格等を取り決めた協定を締結し，人吉市有林を
対象に皆伐を実施した。スギ林皆伐後に一部の材
を使用して，市場経由での販売と，注文材として
の製材工場への直送とで経費等を比較し，協定で
の直送による流通経費削減効果が確認された。

　その他，人吉市が実施主体ではないものの，人

その他のスマート林業関連事業に
よる技術補強

吉市を対象として展開されたスマート林業関連事
業としては，平成 27年度～平成 28年度の公益信
託農林中金森林再生基金（通称「農中森

もりぢから
力基金」）

による「高精度な森林情報に基づく ICT林業推進
モデル事業」が，くま中央森林組合により実施さ
れた。
　くま中央森林組合は，人吉市を含む 1市 2町 1
村を管内とし，平成 26年 10月に地域の 3森林
組合が広域合併して誕生した組合で，農中森力基
金事業では，人吉市内の一部森林を対象として，
航空レーザ計測情報を活用した，効率的な所有者
説明や集約化および森林作業道作設の検討，間伐
出材予想システムの検証が行われた。
　森林所有者への施業提案の際に航空写真や森林
基本図等の既存のデータに加え，航空レーザ計測
で得た高精度な林分情報や 3Dの鳥

ちょうかんず
瞰図を合わせ

て提示することで，従来よりもわかりやすい説明
で所有者の同意を得ることに結びついた。
　さらに，国土交通省平成 27年度 G空間社会実
証プロジェクト事業により複数企業と鹿児島大学
とで，「ICTと G空間情報による効率的な公共建
築物用材搬出プロセスの構築プロジェクト」を実
施した（図②）。
　これは，航空レーザ計測データと準天頂衛星測
位データを活用して，公共建築物等に利用する長
尺や大径材などの特注木材を林内から抽出し，伐

▲図①　アイデアソン・ハッカソン ▲図②　航空レーザ計測データを利用した大径木の探索
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「ICTを活用した木材 SCMシステムの構築（代表：
東京大学 仁

に た み と し お
多見俊夫）」の一部が，人吉市を対象

として展開された。
　これは，高収益型林業の実現のために木材需要
と木材生産を ICTで繋ぎ，木材 SCMの構築で生
産・加工・輸送・在庫のコストを削減，より高く
販売することで高収益型林業の仕組みを作ること
を目指したもので，ICTの活用により，森林組合
の森林経営計画，間伐施業，路網測量・設計，地

採から搬出までの効率化，低コスト化を目的とし
た森林資源活用プロセスを実証するものであった。
その結果，通常の木材生産・流通では入手が困難
な胸高直径 50cmを超える大径材が，対象森林内
のどこにあるのかを航空レーザ解析データから判
定できることがわかった。
　研究開発面では，農林水産技術会議平成 28年
度～平成 30年度「革新的技術開発・緊急展開事
業（うち地域戦略プロジェクト）」に採択された

▲図③
　クラウドベースの木材受発注
　システム
ａ：木材需要者からの注文情報
　　の集計イメージ

ｂ：発注者と素材生産者を ICT
　　で結ぶ

a

b
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権者への説明，現場管理に関わる人件費を，200
円 /m3削減できることが判明した。また，木材
受発注システムを導入することにより，販売単価
が最大で 2,000円 /m3上昇するシミュレーション
結果が得られた（図③ a，③ b）。さらに，最適
造材を支援するバリューバッキングを取り入れる
ことで，採材歩留まりを向上させることや，1本
の伐倒木からの販売価格を最大化させることが可
能であることもわかった（図④）。

　平成 30年度の林野庁スマート林業構築実践事
業に，球磨中央地区林業活性化協議会（人吉市，
錦
にしきまち
町，あさぎり町，山

やまえむら
江村，くま中央森林組合等）

が採択された。
　この事業は，高精度基盤情報をクラウドで整備
し，情報の共有化を図り，森林 GIS，現場運用シ
ステム，木材 SCMシステムと連携することによ
り，需給のマッチングの効率化，施業計画立案の
効率化，現場進捗（素材生産量）管理，流通改革
を実現することを目指すものである。
　これまで展開されてきたスマート林業関係事業
は，人吉市を対象としたものであった。しかし，
木材の生産，加工，流通は，人吉市という行政区
域内で完結するものではなく，近隣自治体を含め
た広域で，現実の木材流通規模を前提とした実証
を行わなければ，実体経済の中での効果を評価す

スマート林業構築実践事業

るには不十分であり，木材 SCMを構築をするこ
とが難しい状況であった。
　申請母体の球磨中央地区林業活性化協議会には，
人吉市以外の 2町 1村も参加しており，ようや
く木材の流通と整合する範囲でのスマート林業の
展開ができるようになってきた。これまで航空レ
ーザ計測が行われていたのは人吉市域のみであっ
たため，本事業で航空レーザデータ未整備の 2町
1村での計測が行われる予定である。
　これらの航空レーザ計測データを整備したうえ
で，①施業集約化の効率化・省力化，②林業経営
および素材生産の効率化，採算性の向上，生産さ
れた素材情報の取得，③木材加工段階と素材生産
段階との間での素材需給マッチングの円滑化を実
証することとなっている。

　国内林業は，長い間森林資源育成に注力し，「伐
って売る」ことをあまり考える必要がなかった。
人吉市はこれまで約 4年の月日をスマート林業
構築に費やしてきたが，林業界の長年の慣習や仕
組み，あるいは考え方を変えるのは容易ではない。
スマート林業は，レーザ計測，新しい機械や
SCMシステムを導入すれば実現できるものでは
なく，地域自体が林業や木材産業に真正面から向
き合い，よりよい森林資源の活用策に取り組み続
けていくことが大切である。 （てらおか　ゆきお）

おわりに

▲

図④　バリューバッキング
　（最適造材支援）システム
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　持続可能な森林経営管理を行うためには，基礎デー
タとなる森林情報が必要です。森林 3次元計測システ
ム OWL（アウル）は，地上でのレーザ計測により単
木ごとの位置・形状や地形を導出し，さらに，さまざ
まな解析で森林管理を支援することを目的としていま
す。2016年以来，森林管理局・地方自治体・森林組
合等事業体・森林調査会社・森林研究機関・海外植林
会社・社寺等に数十セット導入されています。

（1）システムの開発目標
　日本の森林は急傾斜地で下層植生も多く，足場が悪
いことから，軽量で操作が簡単で，誰にでも容易にデ
ータ解析ができ，計測結果がその場で確認できるシス
テムの開発を目標としました。
（2）計測装置の特徴
　重さ 3.7kg，一脚着脱式で，傾斜補正センサー内蔵，
レーザ計測可能距離は 30m，推奨スキャン間隔 10m。
計測ボタンを押して 45秒待つだけで，その地点周囲の

はじめに

OWL（Optical Woods Ledger：アウル）の特徴

3次元点群データが USBメモリに保存されます（図①）。
（3）解析ソフトOWLManagerとOWLウォークスルー
　ノート PCに搭載された本ソフトを用いて，各計測地
点の取得データの結合順を指示すると，3次元点群図
が自動生成されます（特許第 5269729号）。この点群
図を解析して，立木位置，単木ごとの胸高直径・曲り・
樹高・材積等が算出され，さらに，指定調査区域の面積・
立木本数・総材積等が算出されます（図②）。全データ
は CSVファイルで出力できます。また，準天頂衛星対
応 GNSSを搭載し，シェープファイルを GIS上で利用で
きます。付属の専用 3次元点群ビューワ OWLウォー
クスルーは，下層植生を含む林内の状況，立木形状，
地形や等高線等をビジュアルに表示します。林内を自
由に巡回し，さまざまな角度から立木の生育状態，地
形を含む林地の様子を把握するのに便利です（図③）。
　装置による計測とソフト解析を合わせた所要時間は，
20m四方の標準地調査で 20～ 30分程度です。

森林 3次元計測システムOWL
と森林管理

塩沢恵子
株式会社アドイン研究所 新事業推進室

〒 102-0094　東京都千代田区紀尾井町 3-6 紀尾井町パークビル 8F
Tel 03-3288-7835　Fax 03-3288-7334　E-mail：shiozawa@adin.co.jp

特 集 林業の ICT 情報をどう使うか

▲図①　レーザ計測装置OWL
　一脚式，軽量（3.7kg）で片手で支えられる ▲図②　OWLManager による毎木調査結果の出力画面

立
木
位
置
図

林分データ 毎木データ
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（1）仁
によどがわ
淀川林産協同組合（高知県，2017 年 3 月導入）

〔導入経緯〕　間伐等の施業を行う際の見積もりは，施
業実施者の手作業による調査に依存していました。そ
こで，OWLによる計測データを利用することで見積
もり内容に客観性を持たせるとともに，森林所有者へ
の円滑な施業提案を目的として導入に至りました。
〔導入状況とその効果〕　OWLを用いて標準地調査（3
～ 4か所 /ha）を行っていますが，現地調査・データ
集計・施業提案書作成までの一連の作業が，OWL導
入により効率良く進められます。OWL計測結果とそ
れをもとに作成される施業提案書は「誰にでもわかる
資料」となり，施業実施者と森林所有者が事前に納得
したうえで施業を行うことができるようになりました。
当組合の要望がきっかけとなった「施業見積書作成支
援ソフト」を試行中です。
（2）飛

ひ だ
騨市森林組合（岐阜県，2017 年 9 月導入）

〔導入経緯〕　山林の調査で樹高の測定は時間がかかる
ため，目測で行っていました。このため，調査者によ
り，測定結果にバラツキがあり，提案書と実際の誤差
が大きくなっていました。調査時間の短縮と精度向上
のため，導入を決定しました。
〔導入状況とその効果〕　測定結果を所有者ごとに野帳
に記載する手間が省略され，特に小規模所有者の多い
地域では，複数林地を合わせた林分を OWLで計測，
計測結果を GIS上にマッピング，GIS上で各所有者の
樹木データを作成し，所有者ごとの材積をより具体的
に提示できるようになりました。樹木データは CSV
ファイルで出力でき，提案書に入力する手間が削減さ
れました。樹高は 20m以上では精度が落ちるため，
調整が必要ですが，調査の手間は格段に減少しました。
（3）やまぐちスマート林業実践対策地域協議会

（山口県，2018 年 8 月導入）
〔導入経緯〕　山口県では平成 27～ 29（2015～ 2017）
年度に ICTを活用したスマート林業推進事業に取り組

導入事例の紹介

み，地上レーザ測量について各社のデモンストレーシ
ョンや研修会を開催，比較した結果，測量の簡易性，
解析速度の速さ，出力されるデータの扱いやすさ等か
ら林業事業体が使いやすい OWLの導入を決めました。
〔導入状況とその効果〕　林野庁のスマート林業実践対
策事業の中で，協議会会員の事業地を調査しました。
そして，「採材計画策定支援システム」（図④）に，
OWLによる資源情報把握と単木の形状データを活用
することで，最新の市場価格情報に合わせた「①最適
価格採材」と「②長さ優先採材」により，長さ・径級・
品質を解析し，高精度な出材と価格予測が可能となり
ました。これにより「立木資源

4

情報の見える化」をさ
らに進めることで，「立木資産

4

情報の見える化」を目
指します。

　森林施業提案を支援するために OWL計測データを
活用した施業見積もり，採材計画に加えて，OWL
ウォークスルーで表示される点群データを活用した支
障木や土工量の計算を含む路網作設アプリを開発中で，
近々リリース予定です。
　地上レーザ計測では，枝葉でレーザが遮蔽されるた
めに樹高が低く計測される傾向がありますが，幹形モ
デルを利用した樹高推定法等により，より精度の高い
計測情報が提供できるよう改良・開発を進めています。
　スマート林業の発展のため，衛星・航空レーザ・ド
ローン画像等の幅広い森林情報とのデータ連携，併せ
て国内外のシステムとの連携も図り，森林情報地図の
実現に貢献していきます。 （しおざわ　けいこ）

今後に向けて

▲図③　OWLウォークスルー（3次元点群ビューワ）
　OWLで計測された立木と林分構造の外観がわかる

▲図④　採材計画策定支援システムの出力例
　単木ごとの採材計画と「立木資産情報の見える化」
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　日立建機では，1980年ごろから油圧ショベルをベ
ースマシンとした林業仕様機を開発し，日本の山林地
形に適合した足回りや最低地上高のアップなど，さま
ざまな改良を重ねてきました。特に，アタッチメント
の性能が発揮できるよう，専用の油圧コントロールシ
ステムで，林業作業に適した機械を提供しています。
また，販売・レンタル・アフターサービスを提供する
日立建機日本では，林業仕様機をレンタル品としてラ
インアップし，お客さまの要望に対応しています（写
真①）。
　近年，さまざまな業種で ICT・IoTを駆使した取組
が進められており，林業界でも期待が高まっています。
私たちも機械メーカとして信頼性の高い製品の提供に

背　景 加え，林業ビジネス全体に通じた提案で，お客さまの
業務プロセスを効率化して生産性を高めることを目指
しています。

　林業先進国と言われるフィンランドやスウェーデン
では，国の産業として林業ビジネスが確立しており，
森林面積は日本とほぼ同等でありながら，木材生産量
は日本の 2.5倍以上と，はるかに上回ります。その要
因は，市場や買手が求める木材を効率よく採材し，市
場に流すという「採材システム」にあります。日本の
現状は，オペレータ自身の知識や会社の判断で採材す
ることが多く，木材の買手側のニーズとマッチしてい
ないことが少なくありません。木材の出荷先のニーズ
に合わせて最適なプランで採材することで，買手と売
手の双方にとって良い取引が実現できます。さらに，
売手側が買手側の動きを把握することで，山の所有者
への利益還元率も高まり，林業ビジネスにおける川上
と川下がうまく結びつくことが可能になります。
　日立建機日本では，林業仕様機のアタッチメントで
定評のあるWaratah社（フィンランド）のハーベス
タと採材システム「iLogger（アイロガー）バリュー
バッキング」を提供しており，ハーベスタをシステム
制御することで効率的な生産を実現しています。

日本の木材生産量向上のカギ

最も稼げる採材プランを ICTで自動化
　～「iLogger バリューバッキング」搭載ハーベスタ～

野口和也
日立建機日本株式会社 顧客ソリューション本部 産業ソリューション部 農林グループ

〒 340-0004　埼玉県草加市弁天 5丁目 33-25
Tel 048-935-2547　Fax 048-933-0174　E-mail：k.noguchi.io@hitachi-kenki.com

特 集 林業の ICT 情報をどう使うか

▲図①
　細り予測と採材プラン
　直前に造材した幹10本
分の形状データから，次
の幹の細りを予測し採材
プランを表示。次の送材
で新たな実測値を得るた
びに自動的に更新。

▲▲写真①
（左）ZX135US-5B
　ハーベスタ仕様機
（上）iLogger バリュー
　バッキング操作画面
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　「iLoggerバリューバッキング」とは，最適採材を
意味します。木材市場での取引価格，長さ，径級等の
木材情報をあらかじめ入力しておくと，1本あたりの
木が最も高く取引される条件の長さにハーベスタを制
御して採材プランを自動で算出するシステムです。オ
ペレータは，ハーベスタで木材を掴

つか
んだ際，木材の曲

りと腐りを目視で確認します，その後，A材，B材，
C材のどの品質にあたるかを判断してボタンを押せば，
自動で径を測り，その径に対して取引価格が最も高く
なる長さにハーベスタが送材します。最後にカッティ
ングボタンを押せば，最も価値の高いプランで採材で
きます（図①）。採材知識の浅いオペレータへの教育
にも活用したいと考えています。
　本システムを導入している（有）杉産業（岡山県新

にいみ
見

市）からは「導入前は市場の相場価格表をもとに都度
自分で考えて操作していた負担が大きく軽減された」
と高く評価され，生産量も増加しています。この評価
の要因は，日本の林業ビジネスにマッチングさせた採
材システムに改修して，採材プランの精度を高めたこ
とです。実はこれまでも日本では，スウェーデンやフ
ィンランドから採材システムを導入してきましたが，
日本の林業ビジネスに合わなかったため，評価が低か
ったのです。その原因はもちろん，スウェーデンやフ
ィンランドと日本の材積集計方法の違いにあります。
この違いを適合させる調整がほとんどなされず，スウ
ェーデンやフィンランドで使われているシステムをそ
のまま日本に持ってきたため，通用しなかったのです。
そうした状況を踏まえ，Waratah社とともに，日本の
林業市場に合ったシステムに改修しました。
　さらに，カラーマーキング機能により，カッティン
グ時に指定したインクを噴霧することで，木材の用途
別に見える化し，マーキングを自動化することで，仕
分け・運搬の効率化を図っています（図②）。

iLogger バリューバッキング

　「iLoggerバリューバッキング」での採材精度を高
めるために，定期的にキャリブレーション（校正）作
業を実施しています。作業は，採材された原木をデジ
タルキャリパ（電子輪尺）で実際に測り，モニタの数
値と比較・確認して，その誤差を少なくするための細
かな調整をします（図③）。同じ樹種の木でも産地や
季節によって皮の厚みなどが変わってくるため，この
誤差調整が重要です。フィンランドやスウェーデンで
はキャリブレーション後の材積集計と実材との差は±
2％以内だと言われています。現在，その検証作業を
進めており，実証されつつあります。
　この± 2％にこだわることで，はじめて日本の林業
市場で活用できるシステムになると思っています。

　森林資源が豊富な日本にとって，林業は本来安定し
た収益が得られる産業です。私はこれまで，日本の山
をまわりながら，後継者がおらず管理がされていない
山をたくさん見てきました。一方，生産性を上げなが
らしっかりとビジネスとして成功されている林業事業
者の方もいます。「iLoggerバリューバッキング」は，
持続可能な森林経営を実現できるカギに，また，日本
の林業ビジネスの川上と川下がしっかりと結びつくパ
イプ役になれると考えています。そのために，ハーベ
スタを自在に操作できるオペレータの育成にも力を入
れています。ハーベスタの操作は技術を要しますが，
シミュレータを使って体験することでオペレーション
スキルを積んでもらいたいと考えています。そして，
将来を担う林業事業者の方が「iLoggerバリューバッ
キング」をしっかりと使いこなせる素地を作っていき
ます。 （のぐち　かずなり）

材積集計と実材の誤差は± 2％が目標

まとめ

▲図③　キャリブレーション作業
　電子輪尺で計測したデータをコンピュータに転送し，測
長システムを校正。質・量ともに信頼性を高めることで木
材の商品価値は飛躍的に向上します。

▲

▲

図②　カラーマーキング機能
　（左）色付けされた材
　（右）設定画面
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　当社は，昭和 21年創業の，愛媛県松
まつやま
山市に本社を

置く測量機材・事務機器商社です。四国全域に支店・
販売網を持ち，森林・林業関連のシステムを手掛ける
までは，主に測量会社や建設コンサルタント会社を対
象に，GPSやトータルステーション（測量機器）の販
売を行っていました。

　約 25年前に地元の森林組合や県の林務担当者から，
森林内で観測できる GPSを求められ，販売したこと
がこの業界で商売を始めるきっかけでした。当時の
GPSは森林内ではほとんど受信ができず，また，ソフ
トウエアも海外製で，林業従事者にはハードルの高い
ものでした。

はじめに

森林・林業業界向けの自社ソフト開発

　その後，少しずつ森林内での受信状況の良い GPSや
ハンディー GPS（PDA）が供給されはじめ，ハードウ
エアの環境は改善されてきましたが，ソフトウエアが
海外製のままでは普及が進まず，見るに見かねて自社
で PDA用ソフトウエアの開発に踏み切りました。開発
したソフトウエアは，デジタルコンパスの普及もあい
まって，GPSとデジタルコンパスを融合した森林用携
帯端末システムとして利用が広がっていきました。そ
れが現在，約 6割以上（当社調べ）の森林組合で導入
されているソフトウエア「ARUQ（アルク）」です（図①）。

　森林組合や林業事業体へこの ARUQの導入が進んだ
縁で，各種のシステム開発依頼が入り始めます。といっ
ても，もともとが保守的な業界だけに新しい意見や新し
いシステムの要望を出すユーザーは限られていました。

木材検収システム開発の経緯

林業現場で「使える」
アプリの開発と活用事例

久保田敦司
株式会社ジツタ 東京営業所長

〒 104-0032　東京都中央区八丁堀 2-30-18 八丁堀ジョンソンビル 7F
Tel 03-3553-8583　Fax 03-6280-5225

特 集 林業の ICT 情報をどう使うか

▲図①　森林・林業業界への第一歩となった当社商品
　（左）森林調査システムARUQ（アルク）
　　※上は PDA表示画面，下は併用するデジタルコンパス
　（右）森林管理システムAssist7

▲図②　Android 版アプリ
　（左）木材検収システム　（右）日報管理システム
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　そのような中でも大変多くの提案や，システム開発
依頼をくれたのが，長野県の北信州森林組合でした。
当初は，当社の既存システムに対する要望が多かった
のですが，次第にシステム提案からシステム開発依頼
へと発展していきました。
　その結果，「木材検収システム」と「日報管理シス
テム」の開発に繋

つな
がりました（図②）。これらのシス

テムは林業の IT化を目指し，川上の最上流からのデ
ジタル化を進める目的で発案され，おのずと利用機材
は現場担当者各員が保有するスマートフォン
（Android）になりました。収集された木材のデータは，
CSVファイルと写真，位置情報がセットで，指定のメ
ールアドレスやサーバーへ転送されます。

　「木材検収システム」の開発当初は画面インターフ
ェイスが成熟していなかったこともありますが，何よ
り現場作業員からの拒絶反応が多くありました。しか
し，組合の業務課長から「本システムでしか検収を認
めない」という指示が出て，半年から 1年をかけて全
員が利用するようになりました。
　さらに，「日報管理システム」に至っては，箸の上
げ下ろしまで管理されるような状況を良しとしない作
業員からの大きくも無言の抵抗があり，日報に入力し
てほしい内容は山ほどあるにもかかわらず，作業員の
心理的負担（抵抗）を最小限にとどめる，タイムスタ
ンプ方式（作業時間区切り）から利用が始められました。

　木材検収システムのデータ入力方法は当初，正の字
を野帳に書く代わりに，各径級ボタンをタップして入
力するタップ方式と呼ばれる方法でした。これであれ
ば，従来方式の延長にあり，末口を揃えて積んでいな
くとも対応できます。しかしながら，使い慣れていく
うちに，「IT機器ならもっと楽に操作できるはず」と
の意見から，音声認識による径級入力と，画像認識シ
ステムによる単木認識を開発することになりました。
　ご存知のとおり，山林内ではオフライン環境が前提

開発当初の反応

音声認識・画像認識へ発展

となるため，インターネット接続に頼らない端末単独
での解析システムになります。各種の音声認識エンジ
ンを試行，騒音下でも認識できるというイヤホンマイ
クも各種購入しテストしました。現在の音声エンジン
は，安価なイヤホンマイクでもまずまずの認識が可能
になりました（図③）。
　画像認識（図④）に関しては，結論から言うと写真
次第という状況です。かなり正確な認識をする場合と，
人間による編集を必要とする場合があります。欧州と
違い，一本の径級の誤認識も許容されない日本の A
材取引では，心配のあまり認識後にチェックをしてお
り，これではタップ方式の方が早い状況です。なお，
バイオマスやチップ材では，層積計算方式も取り入れ
ており，ユーザーによる空隙率入力によって，ある程
度実用レベルになったと考えます。

　現在，ユーザーはさまざまに広がっています。もう
正の字は書きたくないという民間事業体が 1台だけ
で利用するケースや，木材運送業者に持ってもらうケ
ース，また，サーバーを立て県全域へ広げる目的で，
各作業員が各々データをアップするなど，川上データ
のエントリーマシンとして利用するケースなどです。

　木材検収システムのデータは当初，電卓代わり程度
と認識していましたが，樹種（品

ひんとう
等）や出荷先，所有

者などの属性情報も同時にデジタル化されファイルと
して送信されることで，本部での販売・配送計画など
さまざまな検討に即座に移れるメリットがあることが
分かり，利用が拡大しています。今は，誰かがどこか
のタイミングでデジタル化するのであれば，最上流で
行うことが最も省力化になると考えるに至りました。
　また，画像認識はさらなる向上をめざして，AIに
よるディープラーニングを取り入れる予定で開発を進
めています。 （くぼた　あつし）

ユーザーの利用状況

おわりに

▲図③　木材検収システムの音声認識画面

▲図④　木材検収システムの画像認識画面
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　僕が最も愛してやまない植物といえば，「オオヤマレンゲ」。その魅力や，研究対象とし
ての馴

な
れ初

そ
めについては連載の初期の頃に書いた（2010年 12月号 No.825）。深

みやま
山に生き

る稀
まれ
なモクレン科の植物，梅雨の時期に咲かせる清

せいそ
楚な花，生物地理学的には西日本分布

のソハヤキ型で，中国南東部に隔離分布がある。
　今回はその続き

4 4

，連載の間に明らかになってきた，新しい物語の話をしたい。
＊

　「日本中のオオヤマレンゲを見た」。そう豪語するのは憚
はばか
られるとしても，分布域のかな

りの部分を見て歩いた。すると，花のちょっとした地域変異に気がついた。オオヤマレン
ゲの花被片 1）……つまり，花びらは 3枚が 3重に，9枚着くのが基本だ。通常，外側 3
枚の外花被片は広く開いて，特に紀伊半島では少し反り返るくらいにまでなる。しかし，
四国や九州では外花被片は花全体を包むようになり，花の形が釣鐘型に近くなる。気のせ
いとも思えたが，計測してみると，東のものは外花被片がやや小さく，幅も少し狭くなっ
ていて，そのため反

はんけん
巻しやすいようだった。

　他にもちょっとした変わり種を見た。例えば，オオヤマレンゲは普通なら樹高 1～ 2m
くらいにしかならない低木なのに，九州・中央山地ではどの木も 3mを超える高さになっ
て，葉を取るためにオオヤマレンゲに「登る」ことになった。同じく九州・くじゅう連山
の溶岩帯で見た一輪のオオヤマレンゲの花は，雌

しず い
蕊群 2）が通常の淡黄色とは違って，か

なり赤みを帯びていた。
　まあそれでも，環境のせいかもしれないし，そんな地域変異もあるんだろう。当時はさ
して重要とも考えていなかった。
　あるとき，日韓の有志の森林研究者で開催されていた「日韓セミナー」のお誘いを受け
た。朝鮮半島には，オオヤマレンゲの亜種「オオバオオヤマレンゲ」がある。朝鮮半島の
ものは普通種で，オオヤマレンゲより樹高もぐっと高くなり，葉も大きく，何より雌蕊群
が深紅であるという明確な違いがある。韓国では人気のある花だし，近しい，オオヤマレ
ンゲもウケが良いかもしれないと，プレゼンを準備した。手元にはちょうど，同僚の K

女史が数年前に韓国で取ってきてくださったサンプルが，1つだけあった。それを外群 3）

に突貫で葉緑体遺伝子を解析すると意外な結果が出た。
　「九州・四国のオオヤマレンゲはオオバオオヤマレンゲに近い」
　彼らをまったく別者と思っていた僕には晴天の霹

へきれき
靂であった。が，とにかくまだ証拠が

少ない。
　後日，セミナーで会った Lim Jong-Hwan博士に頼み，韓国のオオバオオヤマレンゲをサ
ンプリングさせてもらった。Kim Woo-Sung君という学生が案内をしてくれ，3か所を巡った。
いくつか遺伝子も追加して，亜種間の関係を踏まえて解析を行った。そうして見えてきたの

オオヤマレンゲ，そのむこう
～韓国産亜種との関わりから～

菊ちゃんの植物修行Ⅱ　　　　　　奮闘的ジャーニー　25
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は，亜種間の分岐と交雑だった。オオバ
オオヤマレンゲとオオヤマレンゲはだい
ぶ古い時代に分岐したらしい。その後，
おそらく日本列島と朝鮮半島が地続きに
なった時代に接触し交雑したために，オ
オバオオヤマレンゲの遺伝子が西のほう
からオオヤマレンゲに浸透したようだっ
た。この目で見てきたオオヤマレンゲの
地域変異も，こうなると意味が変わって
くる。浸透したオオバオオヤマレンゲの
遺伝子がもたらした形質とも考えられる。
　東アジアの温帯域は，第三紀遺存種 4）

と呼ばれる古い遺存種の宝庫といわれる。
最近では，東アジアの第三紀遺存植物は
大きく 2つに分かれるといわれていて，
ひとつは朝鮮半島から中国東北部に分布する北方系の植物，もうひとつは中国南部に分布
する南方系の植物である。同じような植生帯，例えば，冷温帯に属する植物でもこの二群
の間には分類学的に隔たりがある。日本列島ではこの二群が共存していて，冷温帯には北
方系の植物も多いが，案外ブナもホオノキも南方系であったりする。西日本分布のソハヤ
キ要素は，南方系の代表といえる。オオバオオヤマレンゲとオオヤマレンゲは，おそらく
この北方系と南方系に相当するものだろう。
　ところが，オオヤマレンゲはその根幹は南方系でありながら，
北方系の亜種からの遺伝子浸透を受けて変化した……。まだ仮説
でしかないが，コレが本当なら他に同じような例を僕は知らない。

＊
　時を前後して，僕は中国安

あんき
徽省・黄

こうざん
山を訪ねる機会に恵まれた。

中国南東部に位置するこの山ではオオヤマレンゲが生育していて，
分類上は日本のものと同じ亜種とされている。そして，花

かこうがん
崗岩の

奇景のなかに目にしたオオヤマレンゲの花は，雌蕊群は淡黄色，
葉の大きさといい，花の形といい，日本のオオヤマレンゲとそっ
くり，僕の感覚ではとりわけ中部地方のものとよく似て見えた。

●菊地　賢（きくち　さとし）
1975 年 5 月 5 日生まれ，43 歳。（研）森林研究・整備機構森林総合研究所，生態遺伝研究室主任研究員。
オオヤマレンゲ，ユビソヤナギ，ハナノキなどを対象に保全遺伝学，系統地理学的研究に携わる。

1） モクレン属のように花弁と萼が形態上区別できない場合，まとめて花被
片という。

2） モクレン属では，ひとつの花のなかで多数の雌蕊が合着していて，これ
を雌蕊群と呼ぶ。

3） 系統解析の際に系統樹に根をつけるために，参照として用いるグループ。
要は参照ってことです。

4）第三紀はおよそ 6,400 万年前～ 260 万年前の地質時代を指す。

谷川岳（北関東）

大峰山（紀伊半島）

黄山（中国）

石鎚山（四国）▲

写真①　オオヤマレンゲの花の地域性
　　　　　微妙な違い，気のせいでしょうか？

▲写真②
　中国安徽省・黄山に咲く
　オオヤマレンゲ
　これを見たときの興奮と
　きたら……。
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1 はじめに

　パリ協定では，各国が定期的に NDC（自国が決定
する貢献）を提出し，自国の削減目標を明らかにする
こととなっています。また，「工業化以前からの世界
全体の平均気温の上昇を 2℃より十分下回るように抑
える」といったパリ協定の目標達成に向けて，世界全
体の進捗状況を評価するため，定期的な検討（グロー
バルストックテイク）を行うこととされています。グ
ローバルストックテイクの結果は，各国の NDCの促
進・強化のために役立てられ，世界全体として地球温
暖化の取組がますます前進することを目指す，という
のがパリ協定の仕組みです。各国の NDCの目標を引
き上げ，パリ協定を達成するためには，実効性のある
グローバルストックテイクが必須です。
　本稿では，2018年 10月 29日から11月 2日まで京
都市で開催された，「第 15回地球観測に関する政府間
会合」の内容を中心に，グローバルストックテイクにお
ける地球観測データ活用の可能性について説明します。

2 第 15回地球観測に関する政府間会合

（1） 地球観測に関する政府間会合（GEO：Group 
on Earth Observations）について

　2005年の第 3回地球観測サミットにおいて，衛星
観測や地上観測といった複数の観測システムを連携さ
せた包括的な全球地球観測システム（GEOSS：Global 
Earth Observation System of Systems）を実現するた
めに「GEOSS10年実施計画」が策定され，GEOは，
当該計画を推進する組織として設立されました（図
①）。現在，104か国の政府，欧州委員会（EC）およ
び 118の国際機関が参加しています。第 15回目とな
る本会合は，2018年 10月 29日から 11月 2日まで

京都市で開催され，GEO執行委員国や，国際機関等
から 400名以上が参加しました（写真①）。
　なお，GEOSS10年実施計画では，国際的な連携に
より，衛星，地上，海洋観測等の地球観測や情報シス
テムを統合し，地球全体を対象とした包括的かつ持続
的な地球観測を 10年間で整備すること，災害，健康，
エネルギー，気候，水，気象，生態系，農業，生物多
様性の社会利益分野に対して，政策決定に必要な情報
を創出することを目指しています。
（2）日本の地球観測における貢献
　今回の会合では，日本の地球観測における貢献につ
いても取り上げられましたのでここに紹介します。
① いぶき2号（GOSAT-2：Greenhouse gases Observing 
Satellite 2）
　三菱重工業と宇宙航空研究開発機構は，2018年 10
月 29日に温室効果ガス観測技術衛星 2号（「いぶき 2
号」）の打ち上げに成功しました。「いぶき 2号」は「京
都議定書」や，「全球気候観測システム（GCOS：
Global Climate Observation System）」への貢献を目
的として，2009年に打ち上げられた先行機「いぶき」
のプロジェクトを引き継ぎます。「いぶき」が観測し
ていた二酸化炭素，メタンに加え，「いぶき 2号」は
一酸化炭素の観測も可能となっています。二酸化炭素
は，工業活動や燃料消費等の人間活動だけでなく，森
林や生物の活動によっても排出される一方，一酸化炭
素は，人間の活動から排出され，森林や生物活動から
は排出されないことから，二酸化炭素と一酸化炭素を
組み合わせて観測し解析することで，「人為起源」の
二酸化炭素の排出量を推定することを目指しています。
②DIAS（Data Integration and Analysis System）
　地球規模の観測や各地域の観測で得られたデータを
収集，永続的に蓄積，統合，解析するとともに，国内

連載 　パリ協定と森林

第十七回　 パリ協定での 
グローバルストックテイクにおける 
地球観測データ活用の可能性について

▲

図
①　

Ｇ
Ｅ
Ｏ
の
組
織

西村雅也＊林野庁森林整備部森林利用課
森林吸収源情報管理官室 森林吸収源企画係長
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れています。また，近年ではこれまで困難とされた途
上国においても森林の二酸化炭素吸収量・排出量の
年々の変動がより現実的に捉えられるようになり，地
球温暖化対策としての森林減少・劣化防止の効果が大
気中温室効果ガス濃度の抑制にどれだけ効果を及ぼし
ているか等を確認できる可能性が高まっていることも
報告されています。一方，今後の課題としては，世界
に広がる観測空白域の低減，人為起源と自然起源の排
出量・吸収量を高い信頼度で分離する手法の開発改良
等が挙げられています。

3 おわりに

　「いぶき 2号」のように，地球観測により取得され
るデータは日々高度化しており，そのデータは DIAS
のようなシステムに蓄積され，世界中で共有・活用さ
れています。個々のデータは小さくても，データの統
合や時系列データの整備によって，より強力なツール
にできることが地球観測データの強みだと考えます。
本連載の第十二回でもご紹介しましたが，各国から提
出される国家温室効果ガスインベントリについては，
各国の利用可能なデータ事情等により精度が異なりま
す。しかし，地球観測データであれば，同一の基準で
世界全体の温室効果ガス排出の状況を示すことも可能
であり，客観的なデータを示すことによりグローバル
ストックテイクの実効性を高め，各国の NDCの目標
引き上げにも貢献できます。また，地球観測技術は，
各国の気候変動に関するアクションプランのフォロー
アップや，REDD+等の緩和に関するプロジェクトの透
明性向上にも活用でき，グローバルストックテイク以
外にもパリ協定実施への貢献度は高いものです。
　今後，観測範囲の拡大や，人為・非人為起源を区別
したうえでの森林減少・劣化の把握など，観測精度の
向上が期待されます。我が国においても，情報セキュ
リティに留意しつつ，可能な限りデータをオープン化・
無償化していくことが，パリ協定達成への後方支援に
つながるとともに，世界貢献にもつながるものと考え
ます。 （にしむら　まさや）

外に提供することにより，我が国の総合的な安全保障
や国民の安全・安心の実現に資することを目的とし，
2006年に開始された我が国のシステムです。DIASに
は，温室効果ガス等の大気観測，気象観測，自然災害，
土地利用等のデータが蓄積されており，前述の
GEOSSとも接続しています。
　会合の合間に行われていた，エキシビションでの発
表によると，気象データ等の活用により，マラリアの
大発生予測も可能になっているとのことで，マラリア
発生地域での貢献度は非常に高いと思われます。
（3）グローバルストックテイクへの貢献について
　今回の会合では，GEOの優先連携 3分野である，
①持続可能な開発のための 2030アジェンダ（SDGs），
②パリ協定，③仙台防災枠組 2015-2030，に関連した
内容が議論されました。
　パリ協定との連携に関するプログラムでは，適応や
緩和に関する計画策定，国家温室効果ガスインベント
リの精度向上等，パリ協定実施各段階において地球観
測データの活用機会は多くあり，また，グローバルス
トックテイクの実施に当たっても地球観測データのよ
うな公正なデータが貢献可能，とされました。
　今回開催された会合とは離れますが，文部科学省科
学技術・学術審議会研究計画・評価分科会に，地球観
測の推進に関する調査審議を行う「地球観測推進部会」
が設置され，地球温暖化分野については，環境省と気
象庁が中心となって，「地球観測連携拠点（温暖化分野）
（以下，「連携拠点」）」が設置されています。連携拠点
のもとに設置された「温室効果ガス観測推進に向けた
国際イニシアティブに関する検討チーム」によって取
りまとめられた報告書『パリ協定における我が国の貢
献のための温室効果ガス観測及びデータ利活用の現状
と課題』によると，「地球規模の温室効果ガス排出量・
吸収量データを作成し公開するために，パリ協定の目
標達成に向けた進捗を評価するグローバルストックテ
イクを実施するタイミングにあわせて，国家温室効果
ガスインベントリとは独立した情報として，温室効果
ガス分野の地球観測データを活用すべきである」とさ

地球観測に関する政府間会合（GEO）

閣僚級会合 （2007年、2010年、2014年、2015年）

本会合 (104か国の政府，ＥＣ，118の国際機関) 2017年9月現在

共同議長：先進国と発展途上国各１か国を含む４か国で構成
(米、ＥＣ、南ア、中)

執行委員会 (16か国)
(中、韓、日、豪) (ＥＣ、独、英、フィンランド)

(露、アルメニア) (南ア、モロッコ、ウガンダ) (米、アルゼンチン、エクアドル)

プログラム委員会
事務局

(スイス・ジュネーブ)

Organization

▲

図
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▲写真①　第 15回 GEO会場（国立京都国際会館）
　※ 1997 年に京都議定書が採択された会場出典：Japan GEOウェブサイト

　　　https://japangeo.jp/jp/staticpages/index.php/about
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連載：伐出見積もりシステムを活用しよう

　森林総合研究所が中心となり開発した「伐出見積も
りシステム」に関して 1年間連載する機会をいただきま
した。まずは自己紹介を兼ね，執筆に至った経緯等に
ついて触れたいと思います。

　筆者は，2005年から 4年半，熊本市にある森林総
合研究所九州支所に勤務していました。その当時は，
森林・林業再生プランや新生産システムが話題の中心
にあり，提案型集約化施業（搬出間伐）による素材生
産，大規模製材工場への直送に向けた取組が全国各地
で行われていました。熊本県では，新生産システム事
業の中で原木消費量が年間 10万m3の製材工場を新
設する計画があり，原木の供給体制構築が急務となっ
ていました。そのような状況の中，熊本県森林組合連
合会（熊本県森連）から提案型集約化施業の推進に向
けた協力依頼を受け，各地の提案型施業の事例を収集
し分析したところ，森林所有者には以下のような 3つ
の要望があることが分かりました。
1）複数のプランを提案してほしい
2）将来の林分状態を示してほしい
3）集約化の具体的なメリットを示してほしい
　搬出間伐がよく行われる 40年生前後の林分は，蓄
積，本数密度のばらつきが大きく，立地や面積によっ
てもコストは大きく変わります。主伐に向けた配慮も
求められる時期です。そのため，本来なら複数のプラ
ンを提示し，森林所有者と一緒に将来も含めた検討を
すべきだと思うのですが，そうした組合はありません
でした。間伐後の林分成長についても，間伐の有無や
方法によって将来どのような森林になるのか提示がな
く，「いい林」になるという曖昧な言葉で済ませてい

るような事例もありました。集約化のメリットの 1つ
に，伐出経費の削減があるはずですが，集約化の効果
が具体的に示されている事例がほとんどありませんで
した。これらのことを解消すべく，熊本県森連や森林
組合の担当者と相談しながら開発したのが「伐出見積
もりシステム」で，以下のような特徴があります 1）2）3）。
・間伐（列状，定性），皆伐の提案
・将来の林分価値の提示
・ 間伐面積，径級，集材距離，搬出距離等の変動に
よりコストも変動するモデルの作成

・事業体・作業班ごとにパラメータを設定可

　伐出見積もりシステムは，システム収穫表「LYCS」
から派生したプログラムです。システム収穫表とは，
さまざまな状態にある林分について，さまざまな施業
がなされた場合に対応して，将来の成長変化を予測す
ることができる仕組みを持ったコンピュータープログ
ラムの総称です 4）。森林技術№ 764では，システム収
穫表をテーマに特集が組まれており，「穂の国『創造』」
「LYCS」「シルブの森」といったシステム収穫表が紹
介されています。それ以外にも都道府県が独自に開発
したものも多くあります 5）6）。森林総合研究所では，
東京大学白石則彦教授によって開発された「LYCS」
を県の林業試験場や森林組合の意見・要望をもとに改
良し，表計算ソフト EXCELに移植したツールを公開
しています 7）。表①は，LYCSで作成した収穫表の一
部です。ここでは，3,000本 /ha植栽，11・20・30・
45年生時に間伐，60年生で主伐することを想定して
います。植栽本数や間伐時期，方法（間伐率，定性列
状等），主伐時期は容易に変更できます。システム収
穫表は，林分の成長だけでなく，単木情報（1本ごと
の樹高や直径）も予測できます。単木情報があれば，

はじめに

提案型集約化施業

システム収穫表「LYCS」

第 1回　「伐出見積もりシステム」って何？

鹿又秀聡
（国研）森林研究・整備機構 森林総合研究所 林業経営・政策研究領域 主任研究員

〒 305-8687　茨城県つくば市松の里 1
Tel 029-829-8324　Fax 029-873-3799　E-mail：kanomata@ffpri.affrc.go.jp
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森林総合研究所のウェブサイト＜データベース＞のペ
ージで，LYCSや FORCASと一緒に提供しています。
ぜひ，ダウンロードしてみてください。

「伐出見積もりシステム」

http://www.ffpri.affrc.go.jp/ 
database.html

※ 伐出見積もりシステムについてのお問い合わせは，
メール（kanomata@ffpri.affrc.go.jp）にてお知らせ
ください。

　伐出見積もりシステムは，現場での利活用を目的に
開発しましたが，熊本県森連の担当者は，「林業教育
ツール」として使うことも考えていました。同じ林分
を複数の組合が見積もりし，それぞれ発表をするスタ
イルで研修を実施したのですが，具体的な数字を見な
がら議論ができるため，非常に好評でした。
　次回以降の連載では，実際の使用方法やシミュレー
ション結果から見える日本林業の現状について述べた
いと思います。 （かのまた　ひでさと）

おわりに

伐採時の丸太材積や収支計算の予測精度を高めること
が可能になります。そこで，LYCSに丸太材積や簡便
な収支予測機能を付加した「FORCAS」も開発されま
した 8）。伐出見積もりシステムは，FORCASにある伐
採時の丸太材積や収支計算に特化したプログラムであ
り，筆者は以下のように考えています。
FORCAS
・植栽から皆伐までの間伐 /皆伐計画　　
・長期間の施業計画作成に有効
・フォレスター向け
伐出見積もりシステム
・搬出間伐 or皆伐可能な林分の作業計画
・現在（及び次回）の伐採計画作成に有効
・施業プランナー向け

　伐出見積もりシステムは，熊本県で実証を行った後，
これまでに 20の都府県で約 40回の研修を行ってい
ます（図①）。研修では，受講生にノートパソコンを
用意してもらい，配布したツールやデータ用い，使い
方を覚えてもらいます。データは用意したものを使用
することが多いのですが，熱心な県では現地でプロッ
ト調査を行い，そのデータを使うこともありました。
現在も年に数回のペースで研修を行っています。開発
当初は，研修を行うたびに，バグの修正，インターフ
ェイスや予測式の改良を行ってきましたが，ようやく
更新頻度も落ち着いてきましたので，2019年 4月にこ
の伐出見積もりシステムを公開することにしました。

普及活動と入手方法

プロット調査＋座学

座学

図1 伐出見積もりシステム研修実施県

林齢 直径 樹高
断面
積合
計

本数 材積 Ry
形状
比

間伐
方法

直径 本数
本数
間伐
率

断面
積合
計

材積
材積
間伐
率

累積
材積

(年) (cm) (m) (m2) (本) (m3) (cm) (本) (%) (m2) (m3) (%) (m3)

10 7.8 5.4 14.3 3000 45 0.45 69
11 8.7 6.1 14.3 2400 49 0.44 70 下層 6.5 600 20.0 2.1 7 11.3 6.8
15 11.0 8.3 22.8 2400 101 0.58 75
20 14.5 11.0 29.7 1800 170 0.62 76 下層 11.8 600 25.0 6.7 36 16.9 42.9
25 17.2 13.2 40.2 1730 271 0.70 77
30 20.3 15.5 39.2 1211 302 0.66 76 下層 16.5 519 30.0 11.3 83 21.0 126.0

35 22.2 17.3 45.7 1180 391 0.71 78
40 23.6 18.9 50.2 1149 470 0.74 80
45 25.9 20.8 42.3 804 433 0.67 80 下層 21.1 345 30.0 12.3 117 20.8 242.8

50 27.2 22.0 46.1 793 497 0.69 81
55 28.4 23.2 49.5 782 562 0.72 82
60 29.4 24.2 53.1 782 627 0.74 82

主林木(1ha) 副林木(1ha)

表1 LYCSにより作成された収穫表例

≪引用文献≫
1）日隈伸也．森林施業プランナーへの期待．山林．2017，1600：12-20．
2）日隈伸也．林業振興のためのシミュレーション技術―熊本県森連 現場の声を反映させて―．森林技術．2011，830：10-13．
3）鹿又秀聡．伐出見積もりシステムの開発―搬出間伐の現状と将来のシミュレーション．森林技術．2012，840：34-38．
4）白石則彦．収穫予測システムの過去・現在・未来．森林技術．2005，764：9-12．
5） 八坂通泰，滝谷美香，山田健四．システム収穫表「北海道版カラマツ人工林収穫予測ソフト」の開発．北海道林業試験
場研究報告．2011，48：65-74．

6） 長濱孝行，近藤洋史．鹿児島県におけるスギ人工林システム収穫表 SILKS の構築．森林計画学会誌．2006，40（2）：
221-230．

7）松本光朗，中島 徹，細田和男．システム収穫表 LYCS の改良．日林誌．2011，93：187-195．
8） 松本光朗，鹿又秀聡，岡 勝，細田和男．林業経営収支予測システム（FORCAS）の開発．森林総合研究所平成 20 年版
研究成果選集．2008，p.38-39．
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▲表①　LYCSにより作成された収穫表例
　主林木・副林木（間伐木）の平均直径だけでなく，
直径階ごとの本数も予測可能。
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1 SDGs 時代に望まれる
エコロジカル・フォレスター

（1） 持続可能性（生態・社会・経済）の関係，SDGs
の 17のゴールの関係

　図①は，3つの持続可能性の関係を示した図である。
左は 3つの持続可能性を対等に考える従来からの一
般的な考え方を示したもの，中央は経済・社会は基盤
である生態系に含まれて成り立っているという考えを
示したもの（柴田 2006），右は経済は社会，社会は生
態系に含まれるということを明確に示したものであり，
現在はこの考え方が有力になっている。
　また，図②は SDGsの 17のゴールを生物界，社会，
経済別に整理した図であり，生物界を基盤に社会があ
り，さらにその上に経済があることを明確に示してお
り，図①（右）の考え方に立ったものである。
（2）社会的ニーズの変化と生態系サービス
　例えば，この 50年間に韓国の森林政策がどのよう
に変化してきたかを見ると，次のような 4つの段階を
経てきた（AFoCO 2018）。
【段階 1】森林の復旧（植林・緑化） ：1973-87
【段階 2】森林産業の育成（林業による収入増） ：1988-97
【段階 3】森林の保育（資源の増強） ：1998-2007
【段階 4】 森林による福祉（人々が森林 

による環境サービス1）を楽しむ） ：2008-2017
　また，Franklin et al.（2018）によれば，アメリカ・
オレゴン州での Oregonianによる 2013年の調査にお
ける「森林（公有林）に対する期待，また，どのよう
な施業を期待するか」の問いに対する都市住民の回答

として，「老齢林の保全，水，野生生物，レクリエー
ション利用」などが，「雇用と郡への支払い」などよ
りも多かったのは当然としても，興味深いことに南西
部山村住民の回答もほぼ同様な傾向であり，年齢，性
別，政党を問わずに「生態的林業」の要望が高かった
という。この傾向は所有の違いによって，国有林，州
有林，私有林の順に弱くなるが，これは先進諸国にほ
ぼ共通の傾向である。林業の成長産業化を旗印にして
いる我が国の森林政策においても，都市住民など森林
の多様な生態系サービス 2）の受益者をターゲットに
した政策の拡充強化が望まれると考える。
（3）森林施業の社会的受容性と社会的ライセンス
　20世紀後半以降，拡大造林や先住民問題など林業
に対する不安が世界的に沸き起こった 3）。ニシアメリ
カフクロウ紛争 4）などの「森の中の戦争」を経て，
1990年代以降のアメリカのフォレスターは，森林に
対する社会的ニーズの変化に対応できずに社会的信頼
の失墜を経験した。森林管理を巡る決定は，かつて欧
州で “聖的な存在” とさえ言われたフォレスターとい
う専門家が担うものではもはやなく，所有により濃淡
はあるものの，多様なステークホルダーとの交渉・協
働によって作り上げることが常識となったのである 5）。
（4） フォレスターの倫理哲学と今必要なエコロジカ

ル・フォレスター
　アメリカ，イギリスにおける 4ha以上の家族的森林
所有者の所有理由についての調査結果を見ると，表①
に示したように，アメリカでは，1.景観美を楽しむ，
2.野生生物の生息地の保護，3.相続，4.プライバシー，
5.水資源の保全，が上位にあり，木材生産は 14位で

1） 2）環境サービスという場合は，生産価値を含まないのが通例（例えば，Wunder［2005］）であるが，生態系サービス
という場合は，人々が自然から得る社会的，生態的，経済的な便益全てを含むものであり，環境面だけではなく，木材
生産なども含まれる広い概念である（MA 2003）。

3） McDermott ら（2010）によれば，アメリカ，カナダ，オーストラリア，チリ，アルゼンチンなどでも，天然林を伐採して植林
地を造成する拡大造林が実施されてきた。欧米諸国の森林利用管理を巡る紛争の経緯については，柴田（2002）を参照。

※ 本稿は，2019 年 3 月 12 日に開催された森林共生セミナーにおける講演要旨をまとめたものである（2017 年 11 月のアメ
リカ森林学会における発表（アルバカーキ，Shibata［2017］）原稿に加筆）。

もう一つの林業：
「環境サービス林業（生態系サービス林業）」 
のビジョン

上智大学教授・大学院地球環境学研究科委員長
〒 102-8554　東京都千代田区紀尾井町 7-1

Tel 03-3238-4365　E-mail：s-shibata-t5t@sophia.ac.jp 柴田晋吾
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ある。一方，イギリスでは，1.個人の楽しみ，2.景観
保全，3.木材生産，4.生物多様性保全，5.長期間家族
で保有，と木材生産の位置づけがやや高いが，他はほ
ぼ同様な傾向となっている（G. Petrokofsky， et al. 2015，
柴田 2016）。我が国の森林に期待する機能についての
直近の世論調査結果によれば，木材生産の位置づけが
再上昇してきているが（林野庁 2017），SDGs時代のフ
ォレスターは，木材生産にとどまらずにこのような多
様な生態系サービスの実現を支援することが望まれる。
　そのためには，表②に示したレオポルドの Bタイ
プのフォレスター（エコロジカル・フォレスターと称
しておく）の哲学を思い起こす必要がある 6）。すなわ
ち，農業とは異なる発想に立ち，さまざまな生態系サ
ービスの価値についての認識を有し，また，多様なス
テークホルダーとの協働に積極的であり，さらに，自
然資本は人工資本では代替不可能な価値があることを
規範とする「強い持続可能性」に根ざした専門家が求
められるのである。

2 環境サービス林業（生態系サービス林業）
のビジョンと可能性

（1） 生態系サービスアプローチにとっての「中間森林」
の重要性

　野生生物の生息地などの多様な生態系サービスの実

現のためには，純粋な保護地域の設定のみでは全く不
十分であり，多くを占めるそれ以外の森林地域を対象
として措置が取られなければならない。いわば両極端
の存在である「厳正保護地域」と「一斉植林地」の中
間に存在する多くの森林地域（柴田（2006）では「中
間森林」と称した）を対象とした保全策が必要となる。
そのために筆者は，環境サービス林業（Environmental 
Services forestry， ESF）／生態系サービス林業（Ecosystem 
Services Forestry， ESF）の考え方を提案している（柴
田 2017， Shibata 2017）。
（2）生産主導から，多様なサービスの実現へ
　「環境サービス林業（生態系サービス林業）」は，依
然，ビジョンの域を出ないものであるが，多様な生態
系サービスの確保・実現を目的とし，小面積皆伐，環
境教育・レクリエーション管理，水管理林業，野生生
物管理，カーボン林業などを含む広範な目的の森林管
理の考え方として提案している。次頁図③の右側の図
に示したように，木材生産の一定の減少（減少量は 0
～ 100％まで幅がある）と引き換えに，多様な生態系
サービスの確保・実現を目指す。図に示したように多
様な姿が考えられ，生態系サービスのバランスを確保
しつつ，線 Bで示す森林認証等による基準レベル（線
Aは最低限の法規制基準レベル），あるいはさらに高
いレベルを追求するのである。
　Franklinら（2018）は，「生産林業」に代わって「生
態的林業（Ecological Forestry）」が，オレゴン州国有

4） マダラフクロウという呼称がよく使用されるが，ニシアメリカフクロウが正式和名である（柴田（1988）などを参照）。
5） 森林計画が，国民参加による環境アセスメントを経て，交渉型の策定プロセスに変化した過程については，柴田（1987, 
2006, 2015）などを参照。

6）フォレスターの環境倫理を巡る議論やレオポルドによるA・Bタイプ区分については，柴田（2006）を参照。

生態面

経済面

社会面

生態面

経済面 社会面

生態面

社会面

経済面

▲図①　3つの持続可能性の関係　出典：（中央の図）柴田 2006

▲図②　
　SDGsの17のゴールの関係
出典： Stockholm Resilience 

Centre
（http://www.
stockholmresilience.
org/research/
research-news/2016-
06-14-how-food-
connects-all-the-sdgs.
html）

順位 アメリカ イギリス
１ 景観美を楽しむ 個人の楽しみ
２ 野生生物の生息地の保護 景観保全
３ 相続 木材生産
４ プライバシー 生物多様性保全
５ 水資源の保全 長期に家族で保有
６ 屋敷の一部 スポーツ
７ 土地投資 収入
８ 家族の扶養 他の環境サービス
９ 狩猟 資本投資
10 狩猟以外のレクリエーション利用 公衆アクセス

14 木材生産

▼表①　アメリカ・イギリスの 4ha 以上の家族的
　森林所有者の所有理由（森林局国家森林所有者
　調査結果，2012 年イギリス林地調査）

▼表②　生産フォレスターとエコロジカル・フォレスターの考え方の比較

出典：日本森林学会報告資料（柴田 2016）
　※  G. Petrokofsky， P. Kanowski， N. D. Brown and C. 

McDermott.（2015）をもとに作成。

出典：柴田（2006）に加筆

タイプA（利用推進派）
（生産フォレスター）

タイプB（生態的良心派）
（エコロジカル・フォレスター）

発想 農業の発想 農業とは異なる発想
持続可能性の考え方 弱い持続可能性 強い持続可能性
生態系の脆弱性の認識 脆弱ではない 脆弱な面を認識
生態系の強靭性の認識 自己回復力が大きい 自己回復力には限界がある
人類の位置づけ・視点 人類中心の考え方 生態系の視点

木材生産以外の価値の見方 経済商品生産を重視、
予定調和論

多くの価値に着目し
トレードオフを認識

国民参加か専門家の決定か 専門家の決定を重視 国民参加・協働の必要性の認識
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林（BLM），ワシントン州有林，アメリカ五大湖地方
の家族所有林などで一般的になりつつあることを紹介
している。「環境サービス林業（生態系サービス林業）」
も「生態的林業」とほぼ同様の考え方であるが，多様
な生態系サービスの実現や販売を意識した仮想的なモ
デル設計を含むより広範な枠組みを想定している。表
③に，Franklinら（2018）の「生産林業」と「生態的
林業」の特徴区分を盛り込んで，「生産林業」と「環
境サービス林業（生態系サービス林業）」との比較を
示した。「生産林業」では，基本哲学は生産フォレス
ター，弱い持続可能性，持続的成長量管理で，多目的
利用と称する場合でも，木材生産成長量の確保が基底
にある考え方であり，他の生態系サービスは制約因子
あるいは付帯的利用という位置づけであって，生態系
は単純化の方向である。一方，「環境サービス林業（生
態系サービス林業）」の基本哲学は，エコロジカル・
フォレスター，強い持続可能性，木材生産を含む多様
な生態系サービスの実現を目指すものであり，生態的
原則を基本に，広範な生態的・経済的・文化的・社会
的目的の達成を目指す。残る森を見て，より複雑な生
態系を作り出す方向であり，伐開地を作り出す伐採活
動が生物多様性の保全・創出の目的を併せ持つことと

なる。これらの事例としては，欧州で広まっている人
為的な腐朽木の創出などを行う近自然林業（柴田
2006），クラクオットサウンド紛争後，非皆伐施業が
法制化されたカナダ・ブリティッシュコロンビア州の
バンクーバー島において行われている多様保残収穫施
業の試み（写真①）などがある。また，イヌワシの生
息保全のための協働型・順応型管理を実施している我
が国の赤

あかや
谷国有林や水源目的の森林管理を行っている

道志村横浜市有林なども事例として含めることができ
るであろう。
（3） ビジネスとしての「環境サービス林業（生態系

サービス林業）」の可能性
　環境サービス林業（生態系サービス林業）と類似の
考え方として，森林業，山業，森業，森林ビジネス，
森林サービス産業（林野庁 2019）などが唱えられてき
ている 7）。果たして経済的にペイするような「環境サ
ービス林業（生態系サービス林業）」はあり得るのだ
ろうか？　アメリカの現状を見ると，概算で木材産業
の市場規模が 2,820億ドル，アウトドアレクリエーシ
ョン関係の消費・旅行はその倍以上の 6,460億ドルで
あるのに対して，いわゆるエコシスムサービスマーケ
ットは 28億ドル（2016年現在，内訳：湿地ミティゲ

7） 例えば，柴田（2001, 2006, 2017）などを参照。最近では，非木材森林産品・途上国を中心とした森林ビジネス（国際緑
化推進センター 2018, 2019），森林サービス産業（林野庁 2019）などがある。

木材生産

野生生物生息地保全

木材生産

水源保全

レクリエーション
利用

レクリエーション
利用

水源保全

野生生物生息地保全

防災防災 炭素吸収・固定炭素吸収・固定

環境教育環境教育

景観 景観

A A
BB

生産林業 環境サービス林業
（生態系サービス林業）

▲図③　生産林業および環境サービス林業
　 （生態系サービス林業）によって実現さ
れる生態系サービスの束のイメージ（例）

出典：Shibata（2017），
　　　Franklin et al .
　　　（2018）

▼表③　「生産林業」と「環境サービス林業（生態系サービス林業）」の比較表③：「⽣産林業」と「環境林業（⽣態系サービス林業）」の⽐較
⽣産林業 環境林業（⽣態系サービス林業）

⽬的
（制約因⼦）

持続的成⻑量管理。⽊材⽣産主導（森林認証等による環境⾯
の要件が制約因⼦）。

特定、あるいは複数の⽣態系サービスのBAU以上の実現を⽬
指す。⽣態的原則が基本（⽣態系サービスのトレードオフ、
⽣態系の持続可能性が制約因⼦）。

管理⼿法

皆伐による⼀⻫林の造成など画⼀的施業が中⼼。⾃然プロセ
スに反した⽣態系の単純化の⽅向[Franklin et al. 2018]。

必要に応じて歩道などの施設を整備。多様な施業⽅法（天然
林施業、⼩⾯積皆伐、影響低減伐採（RIL*1）、多様保残収穫
法（VRH*2）[Franklin et al. 2018]など）。⾃然プロセスを模倣
し、複雑化させる⽅向[Franklin et al. 2018]。
＊1: RIL(Reduced Impact Logging） ＊2: VRH(Variable Retention Harvesting

視点
広域の景観域の視点。より豊かで多様な景観を⽬指す。残る
森を⾒ることに重点を置き、枯れ枝、枯れ⽊等を保残
[Franklin et.al. 2018]。

広域の景観域の視点。より豊かで多様な景観を⽬指す。残る
森を⾒ることに重点を置き、枯れ枝、枯れ⽊等を保残
[Franklin et al. 2018]。

経済的収⼊
（可能性）

均質的⽊材・バイオマスの⼤量⽣産・販売。⼀部の⾮⽊材森
林産品の販売。

伐採に伴う⽊材や各種⾮⽊材森林産品の販売（レクリエー
ション利⽤、⽔、野⽣⽣物⽣息、炭素固定など各種⽣態系
サービスへの⽀払い(PES)、あるいは、⽣態系サービスの販売
（カーボンクレジット、アウトドア教育サービスなど））。

適⽤可能性・
要考慮事項

２０世紀後半以降⼀般的となった世界各地の⼀⻫植林地・森
林資源調査、⽊材・ファイバー市場調査。

⼀⻫植林地と厳格保護林以外の世界の⼤部分の森林（「中間
森林」）・⽣態系サービスの重点調査、⽣態系サービス需要
の市場調査、ステークホルダーとの協働。



森林技術　No.925　2019.4 森林技術　No.925　2019.4 31

ーション 8）22億ドル，水源 3.83億ドル，生
物多様性・野生生物生息 2億ドル，森林炭素
0.58億ドル）と木材産業の 1％というニッチ
な位置づけに過ぎない（柴田 2017）。ただし，
木材だけの販売を考えた場合でも，アメリカにおける
集約的林業と生態的林業の SEV（土地期望価）の比較
試算例として，前者が USD258.81（割引率 4％），後者
が USD311.88（同 5％）と割引率次第では後者のほう
が上回るケースもあり，それに加えて後者では，植栽
の初期投資の大幅減，リスク減，生物多様性増加（特に，
伐採後 10～ 20年間の成林前の段階），将来の多様な
生態系サービスの販売可能性などのメリットがある
（Franklin et al. 2018）。図④は，「環境サービス林業（生
態系サービス林業）」の多様な姿のイメージを示した
ものであり，社会的政治的状況などの不確定要素が多
いが，果てしないポテンシャルを秘めていると考える。

3 環境にお金を払う時代の政策形成のあり方

（1）国民負担は透明性の高い政策形成と説明責任を伴う
　南米地域など世界各地で水源 PES（生態系サービス
への支払い）が拡大したのは，コスタリカの森林法に
基づく PESが導入された 1996年以降のことであるが，
我が国では，1784年に上越市柿

かきざき
崎区（旧水野村）の

山林利用を巡って発生した下流の 25村落との紛争の
結果出された炭焼きを止める内済に始まり，1916年
の横浜市による道

どうし
志水源林の購入，1970-1980年代の

数多くの水源基金や上下流連携の事例，2003年の高
知県を皮切りにした大多数の県での森林環境税の導入，
そして，今般の国レベルの森林環境税まで，水源 PES
や上下流連携についての世界の動きを先取りしている
と言えるであろう。PESについては数多くの定義があ
るが，TEEB（The Economics of Ecosystem and 
Biodiversity：生態系と生物多様性の経済学）では，「生
態系サービスの保全にとって良い活動を行っている土
地所有者や管理者に対して補償を行う動機づけの仕組

み」としている。PESの理論と世界の事例については，
紙幅の関係で本稿では触れることができないため，小
著『環境にお金を払う仕組み―生態系サービスへの支
払い（PES）の分かる本』（大学教育出版，近刊予定）
を参照いただきたい。
　森林の維持・造成に国民負担を求めることは，同時
に森林環境政策の決定プロセスへの国民参加や透明性
を大きく高めることも求められる。例えば，森林資源
基本計画の策定プロセスや内容についても，官庁担当
者による策定，審議会，パブコメ，閣議決定という通
り一遍のプロセスではなく，カナダなど多くの諸国が
実施しているような国民協働プロセスによる策定も検
討されるべきではないだろうか。また，森林に対する
社会的ニーズを把握する場合には，林産物の需給のみ
ではなく，アメリカなどで 1980年代から行われてい
るような多様化するアウトドアレクリエーション利用
の予測，保護地域・生物多様性保全，水源保全，防災
などのさまざまな生態系サービスに対するニーズと実
現可能な複数のシナリオを可能な限り科学的に検討し
なければならない。さらに，国民へのプレゼンテーシ
ョンにおいて，単層林，複層林のような分かりにくい
技術用語だけでなく，スウェーデンでかつて打ち出さ
れたような「より豊かな森へ」のような分かりやすい
キャッチフレーズが必要であろう。
（2） 持続可能なレクリエーション利用を進めるため

の私有林の活用可能性
　今後，一層の増大が予想される都市住民等の癒しと
健康維持，環境教育，レクリエーション利用のための
緑・森林に対する要請に対応するために，都市近郊の
未活用の私有林などの利用を促進させる施策も検討す
べきと考える。アメリカでは，多様化・増大するアウ

8）開発事業等によって発生する環境への影響を軽減，緩和，または補償する行為。

▲ 写真①　カナダ・BC州のバンクーバー島の多様
保残収穫施業の試み（写真提供：勝久彦次郎氏）
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管理活動によって特定の生態系サービスの 価値
を高める。その結果、 支払いや市場に販売

I: 木材生産林業 II: 多目的利用林業

III: 環境サービス林業（生態系サービス林業）
※多様な形態が考えられる

支払いのされる
サービス（収入）

支払いのされない
サービス

Ⅰ及びⅡ＝生産林業

【色付け凡例】【凡例】 T: 木材、A: 景観、N: 非木材森林産品、
C: 炭素、W: 水、H: 野生生物生息、
R/E: レクリエーション利用/ツーリズム/環境教育

▲図④　「環境サービス林業（生態系サービス林業）」の姿（イメージ）
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トドアレクリエーション需要の国公有地への利用圧力
を低減するため，私有地所有者のレクリエーションの
ためのアクセスを促進する「野外レクリエーション大
統領委員会」の勧告（1987年）が行われ，全ての州
において，無料でレクリエーション利用が行われてい
る場合に，事故が起こった際の所有者の責任を制限す
る法的措置が定められている。例えば，ウィスコンシ
ン州の管理森林法（1985年）では，固定資産税の大
幅減額と引き換えに森林所有者が，木材生産に加えて
市民の各種レクリエーション利用に供する仕組みを設
けているなど，26の州で私有地所有者が一般国民の
狩猟，魚釣りなどのレクリエーションを私有地で許容
する場合に補助金や技術支援のプログラムを受けるこ
とができる。いくつかの州では税金の減額措置もある
ほか，最近では，魚類野生生物局や農務省天然資源保
全サービス局などがさまざまなインセンティブプログ
ラムを実施している。なお，森林所有者は，①「禁止
土地所有者」（自己利用以外の全ての者のアクセスを
禁じている者），②「排除者」（自己及び家族以外の狩
猟を排除している者），③「制限者」（友人や雇用者の
狩猟を許可する者），④「開放型土地所有者」（一般公
衆のアクセスを認めている者）に区分されるが，最近
の調査では「開放型土地所有者」の全米での割合は地
域差はあるものの 15％程度となっている（柴田 2016）。
（3）国有林を真の「国民の森」とするために
　「環境サービス林業（生態系サービス林業）」の実現

のためには，政策手法や取り扱い方針についての決定
プロセスも，「専門家による決定」から「交渉」「協働
型計画策定」に変えていく必要がある。20世紀のア
メリカ国有林管理の最大の成果は国民参加と協働であ
るといわれている（Wilent. S. ed. 2019）。オレゴン州
には，森林（国有林の管轄区域）に対応した 33の森
林協働体が存在しており（2017年 9月現在），森林局
の協働型決定・政策決定に組み込まれている。また，
アイダホ州では CFLRP（協働森林景観復元プログラ
ム）が開始された 2010年前後に結成された地域協働
体が多く，9つの森林関係協働体が関わるプロジェク
トの数は 3つの CFLRPプロジェクトを含めて 19とな
っている（柴田 2014）。日本では，アメリカと比較す
ると近年は国民的関心を呼ぶ論争が少なく政策形成過
程も異なるが，我が国の国有林も，SDGs時代の現在，
真に「国民の森」とするための斬新な施策が望まれる。
筆者は秋田営林局鷹

たかのす
巣営林署勤務時の 1990年に，現

在の「国有林モニター」の先駆けである「森のモニタ
ー」を実施したが，このような官庁の諮問組織という
位置づけではない地域主導型の多様なステークホルダ
ーによる政策形成プラットフォームとしての「地域協
働体」を，森林管理署などの地域レベルを単位に設け
て森林計画の策定を支援する仕組みも一案ではないか
と考える。なお，協働体の構成員としては，24人以
下が協働の成功率が高いというデータがあることをつ
け加えておく。 （しばた　しんご）
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▲薪割りが終わった爺っちゃんに自転車を教えてもらう
　 自転車は，ナンバ的な動きが必要。ちなみに一輪車は
非ナンバ。小学校などで厳しい一輪車指導を受けると，
自転車に乗れなくなってしまう人もいる。
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　道南・黒
くろまつない
松内の端っこの私の集落では，3月下旬～

4月上旬が，薪
まき わ
割りのベストシーズンだ。年配者たち

は，自分の土地に育ったミズナラやヤチダモなどをチ
ェーンソーで倒して玉切り，その場で割る。夏はひど
い笹
ささ
藪
やぶ
でも，この時期だけは積雪が堅く締まって長靴

で自由に歩けるし，樹木が水を吸い上げ始めたこの時
期なら，斧

おの
で簡単に割れる。その薪の山を，トラクタ

ーの後ろに積んで自宅に運び，かつて牛馬を飼ってい
たスペースに綺麗に積み上げる。その，大量の薪で，
翌シーズンの冬を暖かく過ごす。
　さて，薪割りについて，書籍やネット情報をチェッ
クすると，そのほとんどが，次のような方法を推奨し
ている。まず，割るべき薪材に対して，身体をまっす
ぐ正対させる。両足と薪材は，薪材を頂点とした二等
辺三角形となる。そして，斧を頭上に振りかぶり，振
り下ろしながら，同時に腰を若干落とす。斧が薪に命
中すればパッカンと割れる。命中しなかった場合でも，
斧の刃先は両足の間を通り抜けるので，安全だそうだ。
この若干スクワット的な方法を Aとする。
　一方，私が実践している方法は，かなり違う。まず，
私は右利きなので，右足を前に出し，左足を少し後ろ
に置く。斧の一番端を左手でしっかり握り，右手は自
由にスライドできるが，いつでもキュッと握れる状態。
そのまま斧を振り上げ，振り下ろして薪材にパッカン
と命中させる。この間，腰の位置も，肩の位置もほと
んど上下しない。斧が命中しなかった場合は，身体の
左側をすり抜けさせる。この方法を Bとしよう。
　私の一番好きな映画，黒

くろさわ
澤 明

あきら
監督「七人の侍」の

中で，千
ち あ き
秋 実

みのる
が薪を割るシーンは，Aと Bの中間。

足の置き方はほぼ Bだが，斧を頭上で振りかぶり，腰
を落とすところは A。作業後の斧の逃がし方は Bだ。
もう一つ，私の大好きな監督，山

やまだ
田洋

よう じ
次の「遙

はる
かなる

山の呼び声」で高
たかくら
倉 健

けん
が牧場で杭を打ち込むシーン

がある。腰や肩の位置をほとんど動かさない作業スタ
イルは，まさに Bの方法。吉

よしおか
岡秀

ひでたか
隆と一緒に電気牧

柵を張る倍
ばいしょう
賞千

ち え こ
恵子の作業スタイルも素晴らしい。

　Aは，身体全体をバネのように使い，回転や反動を
利用して，順序よく力を伝達させる，現代のスポーツ
でよく採用されている方法。一方，Bは，日本古来の
農林作業や武術，ナンバ（右手と右足，左手と左足を
揃えて前後させる歩行法）的な身体操縦法に由来する。
葛
かつしか
飾北
ほくさい
斎らが江戸期の様子を描いた絵画では，人々は

皆，ナンバ的な動き方をしている。明治期に撮影され
た日本人からもそういう様子が見て取れるのだ。
　しかし例えば，アメリカの俳優マイケル・ランドン
は「大草原の小さな家」シリーズで，斧やハンマーを
使う作業シーンをたくさん演じているが，見事にナン
バ的な作業スタイル。私も欧州の山村でナンバ方式の
作業を何度も観察している。つまり，Aと Bは西洋と
日本といった単純な区分けでもなさそうなのだ。
　私の集落で残雪期に斧で薪を割る熟練者たちは，皆，
私と同じ日本古来の Bの方法を使う。けれど，今の
日本では，もはや Aの方法が優勢のようだ。しかし，
私は主流派からの批判を覚悟で，あえて Bの方法を
お勧めしたい。作業効率と安全性に優れ，何より日本
という島国に伝統的に受け継がれてきた作業スタイル
を実践することは，とても「楽しい」と思うからであ
る。 （うちだ　けんいち）

第17話

偶数月連載

森と木の技術と文化 森と木の技術と文化研究所

内田健一

〒 048-0144　北海道寿都郡黒松内町東川 167-2
Tel 0136-73-2822　携帯 080-1245-4019
E-mail：kikoride55@yahoo.co.jp薪割り
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林業GIS のかたち

北はりま森林組合
山口真也

　森林組合に就職してから 10年の間，現地作業の傍
ら，いつも GISに携わってきました。意識的にでも，
個人的に特に興味があったわけでもなく，森林組合の
さまざまな業務に携わる以上，GISの整備・使用は避
けて通れなかったというのが本当のところです。当時，
GISは測量データを森林計画図等に重ねて製図し，出
来高等，各種添付図面を作成するツールとして使用さ
れているだけでした。データベースやファイルの場所
もばらばらで，およそ森林情報を管理しているとは言
い難いものに思えました。そのため，森林の現地調査
に行った際に施業をした形跡を見つけても，いつ，どん
な事業で施業されたのかも分からず，当時の担当者に
聞いてもなかなかはっきり覚えているわけではありま
せん。結局，当時の資料を片っ端から広げて探さなけ
れば，施業年度すら判明しませんでした。その無駄な
時間をなくすことが森林情報管理の最初の目的でした。
　はじめは手書きで色塗りマップを作ったり，CAD
で書いてみたりと，いろいろ試行錯誤していました。
その後，5年ほど前に県職員の方から「QGIS」を紹介
いただいたのを機に，「これだ」と思い，完全な我流
で使い始めました。今はようやく，施業実績，路網図，
航空写真，森林計画図，防災ハザードマップ等，過去
10年程度のものは即時に確認できるよう一元管理が
できてきたところです。しかし，森林組合の倉庫には，
昭和から現在に至るまでのさまざまな資料がまだまだ
眠っており，倉庫の中で埃

ほこり
をかぶっているだけなら死

んだも同然なため，日々少しずつデータ化を進めてい
ます。なかには和紙に書かれた古文書のような資料も
あり，どうしてもマンパワーが必要な時間のかかる作
業です。先の見通しなど全く立っていません。
　しかし，地域に根差した森林組合にとって，施業履
歴やそれに伴う境界情報等は，最も貴重な資料の一つ
であり，何ものにも代え難い財産だと思います。航空
写真撮影や DEM・DSM等基盤情報の整備，オープン

ソース化などは，単一の森林組合だけで実施するのは
困難であり，これは行政機関等に期待するほかありま
せんが，先人たちの残してきた古い資料に命を吹き込
み業務に活かすことは，今，森林組合がやるべきこと
だと考えています。
　これはあくまで自分がこうしたという一例の話です。
GISが必要とされる実務は，その事業体の種類や現状，
所在する地域の行政政策・慣習等により千差万別であ
り，すべての人に当てはまる一般的な方法論や正解は
ないと思います。そこにいる人がそれぞれ考え，自分
で創り，日々改善しながら使えるツールに整備してい
くしかありません。その結果，業務の効率化に繋

つな
がれ

ばよいだけのことです。これは頂上のない山に登って
いるような感覚で，ゴールなど初めから存在しない作
業だと思っています。でも，山に登るためには基本的
な知識と技術が必要です。そして，それはこの研修に
参加すれば楽しく効率的に習得することができます。
私は，「森林情報士」という資格制度について，恥ず
かしながら全く知りませんでした。今回，上司から話
をもらった時は即答で参加申し込みをしましたが，「も
っと早くに参加できていればよかったのになぁ」とい
まだに思います。GISデータの整備は地道で孤独な作
業ですが，成長できる限り今後も続けていきたいと思
います。 （やまぐち　しんや）

 森林GIS 2級部門 平成 30年度 森林情報士養成研修
合格者の声

▲

Ｇ
Ｉ
Ｓ
を
使
っ
て
の
作
業
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研修で得たもの

マスバイオラボ 代表
辻　英人

　私は，滋賀県で個人事業として森林や緑地の調査を
しています。もともとは大学の理論物理系の研究室に
所属しており，「数理生物学」という分野で森林生態
系の動態について研究していました。これは数式やコ
ンピュータを使って，森林の動態やその特性を調べ，
現場での維持管理に役立てることを目標にしていまし
た。内容の珍しさもあり，造園分野の企業の依頼で，
道路沿いや市街地周辺の緑地調査を請け負うようにな
ったのですが，現地調査では主に手作業による毎木調
査に予算と時間が充てられ，データ解析やシミュレー
ション等はおまけのようなものでした。また，現地で
の毎木調査で多くの時間と労力をかけて得られたデー
タは，限られた範囲のもので，しかも，データには調
査員の主観や個人差が含まれているため，その後の解
析が困難になることが多々ありました。そこで，広域
を定量的かつ省力で調査する方法として，「人工衛星
を用いた森林観測」に関心を持ちました。
　早速，独学で勉強し始めたのですが，それを実践す
るのが難しく，また，自分の実践している方法が標準
的な手順を踏んでいるのかも不安でした。そこで，実
践的なリモートセンシングによる森林観測について，
系統的に学ぶ機会を探していたところ，「森林情報士
（リモートセンシング部門）」を知り，すぐに申し込み
ました。
　研修に参加すると，まず初日に講師の粟

あわや
屋先生から

「どこに出ても恥ずかしくない知識と技術を習得して
いただく」といったお言葉があり，これから始まる 5
日間を想像し，希望と不安で気持ちが高ぶりました。
しかし，実際に講義演習が始まると，自分の知識がい
かに浅く，また，偏っていたかを思い知りました。毎
日の研修の最後にはレポートの提出，最終日には論述
式の試験があります。それぞれテキストを参照できる
のですが，内容を理解していなければとても時間内に
回答できません。毎日，時間いっぱいまで苦しみまし

たが，学んだことを整理するためにも重要な時間でし
た。
　森林リモートセンシングは，現地での作業を減らし，
視覚的にも理解しやすい結果が得られます。その効果
を得るためには，専門的な知識と技術の習得が必要で
す。日常の業務でも森林リモートセンシングが話題に
なりますが，正しい知識がないままでは，過大に期待
されることや，反対に過小評価されることもあります。
　「森林の状態を知る」といった目的に対してはさま
ざまな手段がありますが，それぞれの利点を活かし，
欠点を補えるように現行業務に組み込んでいこうと思
います。
　今回の研修では，観測手段の一つとして人工衛星に
よるリモートセンシングという強力な武器を得ること
ができました。最後になりましたが，ご指導いただき
ました粟屋先生，サポートをいただいた日本森林技術
協会のスタッフの皆様に感謝申し上げます。ありがと
うございました。
 （つじ　ひでと）

 森林RS1級部門 平成 30年度 森林情報士養成研修
合格者の声

▲ LiDAR（レーザー測距）による森林の三次元観測



●コラム●●木になるサイト紹介●

記事を掲載しています。
＜適応策データベース＞
　国内外の地方公共団体，研究機
関，民間事業者などによる適応策
の事例を，各分野別・地域別に紹
介しています。
＜普及啓発ツールの提供＞
　気候変動の影響への「適応」を
解説したパンフレットなど，普及
啓発ツールを提供しています。

　気候変動適応情報プラットフォ
ーム（A-PLAT）は気候変動の影
響への適応に関する総合情報サイ
トです。気候変動の影響への適応
に関する地方公共団体や事業者，
個人による取組に貢献するための
情報発信を目的として，国立環境
研究所が管理・運営し，次のよう
なコンテンツを提供しています。
＜気象観測データ＞
　気象庁の協力を得て，過去から
現在までの気象観測データをグラ
フ化しました。都道府県単位で気

象（気温，降水量，真夏日など）の長
期変化傾向を見ることができます。
＜全国・都道府県情報（WebGIS）＞
　都道府県単位で将来の気候や各
分野（気候，農業，水環境，自然
生態系，自然災害，健康）で生じ
ると予測される影響を地図上に色
分け表示することができます。
＜気候変動適応インタビュー＞
　地方公共団体において地域適応
計画を策定する際に直面した課題
や工夫，地域で取り組まれている
特徴的な適応策の事例を取材した

気候変動適応情報
プラットフォーム（A-PLAT）
URL : http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/

▲ A-PLAT トップページ

2019 ミス日本 みどりの女神　藤
ふじもと
本麗

れい
華
か
さん

日林協を訪問

●緑の付せん紙●

　本年 1月 21日に開催された「第
51回ミス日本コンテスト 2019」
において「2019ミス日本みどり
の女神」に選ばれた藤本麗華さん
が，就任のご挨拶として，3月 8
日に当協会を訪問されました。
　「ミス日本みどりの女神」は，
2015年より林野庁・国土緑化推
進機構がミス日本協会と連携して
任命しており，日本の森林・林業・
木材産業の重要性，自然との共生
や木の文化の価値をわかりやすく
発信する役割を担うとともに，メ
ディア等へのパブリシティの促進，

イベント等における注目度の向上
にも貢献してきました。
　5代目「ミス日本みどりの女神」
となる藤本さんは，東京都出身の
26歳。宝塚星組の男役として 5
年にわたって活躍され，その後は
ダンス講師として経験を積み重ね
てきました。ハードなダンスで培
われてきた体力を活かし，林業機
械を含めた現場での体験
やさまざまな人との出会
いも楽しみにしているそ
うです。

　2月 18日には農林水産省から
「みどりの広報大使」にも任命さ
れ，すでに多くのイベントなどへ
の参加が決まっています。これか
ら 1年間の経験を通じて感じた
ことを “表現者” である藤本さん
ならではの視点で発信されること
が期待されます。
 （文・写真：日林協 編集担当）

森林技術　No.925　2019.436



●コラム●●木になるサイト紹介●

　森林においても生態系や災害な
どの分野で今後の気候変動に伴う
影響が予想されているところです。
ぜひ一度，本サイトをご覧いただ
き，感想をお聞かせください。ま
た，気候変動に関する情報提供も
お待ちしています。

（国立環境研究所  　　　　
 　気候変動適応センター）

▲「ブナ潜在生育域」
　全国・都道府県情報＞ S-8 データより

●緑の付せん紙●

■　新　刊　図　書　紹　介　■

○砂防学　編：丸谷知己　発行所：朝倉書店（Tel 03-3260-7631）　
発行：2019 年 4 月　A5判　256 頁　定価（本体 4,200 円＋税）　
ISBN 978-4-254-47053-6

○森林保護と林業のビジネス化 マツ枯れが地域をつなぐ　編
著：中村克典・大塚生美　発行所：日本林業調査会（Tel 03-
6457-8381）　発行：2019 年 3月　A5判　212 頁　定価（本体
2,200 円＋税）　ISBN 978-4-88965-258-1

○学術選書 088 どんぐりの生物学 ブナ科植物の多様性と適応
戦略　著：原 正利　発行所：京都大学学術出版会（Tel 075-
761-6182）　発行：2019 年 3月　四六判　332 頁　定価（本体
2,000 円＋税）　ISBN 978-4-8140-0208-5

○実践風景計画学―読み取り・目標像・実施管理―　監修：日
本造園学会・風景計画研究推進委員会　編：古谷勝則・伊藤  
弘・高山範理・水内佑輔　発行所：朝倉書店（Tel 03-3260- 
7631）　発行：2019 年 3月　B5判　164 頁　定価（本体 3,400 
円＋税）　ISBN 978-4-254-44029-4

○絶滅危惧種の生態工学 生きものを絶滅から救う保全技術　
監著：亀山 章　編著：倉本 宣　発行所：地人書館（Tel 03-
3235-4422）　発行：2019 年 3 月　A5判　248 頁　定価（本
体 2,800 ＋税）　ISBN 978-4-8052-0930-1

○林業改良普及双書No.190 『現代林業』法律相談室　著：北尾
哲郎／林業改良普及双書No.191 丸太価値最大化を考える「も
ったいない」のビジネス化戦略　著：遠藤日雄・吉田美佳・全
国林業改良普及協会／林業改良普及双書No.192 これから始
める原木乾シイタケ栽培　著：大分県農林水産研究指導セン
ター 林業研究部きのこグループ　発行所：全国林業改良普及
協会（Tel 03-3583-8461）　発行：2019 年 3月　新書判　232
頁／ 152頁／ 200 頁　定価（本体 1,100円＋税）　ISBN 978-4-
88138-367-4 ／ 978-4-88138-368-1 ／ 978-4-88138-369-8
○地域おこし協力隊 10 年の挑戦　編著：椎川 忍・小田切徳美・
佐藤啓太郎・地域活性化センター・移住・交流推進機構（JOIN）　
発行所：農山漁村文化協会（Tel 03-6459-1131）　発行：2019年
2月　四六判　352頁　定価（本体1,800円＋税）　ISBN 978-4-
540-18161-0
○日本列島の自然と日本人　著：西野順也　発行所：築地書館
（Tel 03-3542-3731）　発行：2019 年 2月　四六判　184 頁　定
価（本体 1,800 円＋税）　ISBN 978-4-8067-1579-5

森林技術　No.925　2019.4 森林技術　No.925　2019.4 37



森林技術　No.925　2019.438

●会員事務／森林情報士事務局
　担当：𠮷田（功）
 Tel 03-3261-6968
 ：mmb@jafta.or.jp

●林業技士事務局
　担当：三宅，一

いち

 Tel 03-3261-6692
 ：jfe@jafta.or.jp

●本誌編集事務
　担当：馬場
 Tel 03-3261-5518

（編集） ：edt@jafta.or.jp

●デジタル図書館／販売事務
　担当：一

いち
 Tel 03-3261-6952

 （図書館） ：dlib@jafta.or.jp
（販売） ：order@jafta.or.jp

●総務事務（協会行事等）
　担当：見上，関口，佐藤（葉）
 Tel 03-3261-5281
 ：so-mu@jafta.or.jp

●上記共通 Fax 03-3261-5393

●年会費　　個人の方は 3,500円，
団体は一口 6,000円です。なお，
学生の方は 2,500円です。

●会員特典　　森林・林業の技術
情報等をお伝えする『森林技術』
を毎月お届けします。また，森
林・林業関係の情報付き『森林
ノート』を毎年 1冊配布，その他，
協会販売の物品・図書等が，本
体価格 10%offで購入できます。

お問い合わせ

会員募集中です

　現代社会は，さらなるデジタル化，
ICT化が推進されている印象があり
ます。スマートフォンという名の通
信端末を持つ人々が街中に溢れ，無
数の電波が飛び交い，この波が林業
現場の山にも押し寄せています。
　この ICTを利用して，何をどう良く
していくのかが，現場の技術者に求
められているのではないでしょうか。
　今号では，それぞれの活用事例を
中心にご紹介いただきました。

̶編集後記

● 林業技士（養成研修各部門）の申込受付期間は，5/1（水）～ 6/30
（日），森林情報士（各部門）は，5/1（水）～ 6/15（土）です。詳
細は，当協会Webサイトをご覧ください。

● メールマガジン　当協会では，会員の方を対象としたメールマガジ
ンを毎月配信しています。ぜひご参加ください。配信をご希望の方
は，メールアドレスを当協会Webサイト《入会のご案内》→《入
会の手続き》→《情報変更フォーム》にてご登録ください。

● 異動・転居に伴う会誌配布先等の変更　これについても，上記《情
報変更フォーム》にて行えます。なお，情報変更に必要な会員番号
は会誌をお届けしている封筒の表面・右下に記載しています。
　お問い合わせはこちら　→　mmb@jafta.or.jp （担当：𠮷田 功）

● 人事異動
【平成 31年 3月 31 日付け】
　退職　　事業部技師 原子壮太
【平成 31年 4月 1日付け】
　採用　　事業部技師，指定調査室兼務 安間勇樹
　採用　　事業部技師補，指定調査室兼務 木村成美
　採用　　事業部技師補，指定調査室兼務 山田栞那
　採用　　事業部技師補，指定調査室兼務 宮田咲矢香
　採用　　事業部事務員（委嘱） 古屋紀代子

◎ 3月号訂正　目次：論壇筆者名
　宇津木　玄 ⇒ 宇都木　玄
　訂正してお詫び申し上げます。

01 林業技士・森林情報士の受講生を募集します

02 日林協のメールマガジン・会員登録情報変更について

03 協会のうごき

〔普通会費 3,500 円・学生会費 2,500 円・団体会費 6,000 円／口〕
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平 成 31 年 度 の年 会 費 納 入 時 期 が近 づいてきましたのでご案 内 します。 

会 費 の納 入 については、以 下 のような流 れで手 続 きを進 めていきますので、 

事 前 にご確 認 のうえ、納 入 くださいますようお願 いいたします。 

平成 31 年度 年会費納入のお願い   (一社)日本森林技術協会 

納⼊までの流れ 

・ 「郵便振替」をご希望の方には、5 月初めに「払込取扱票」をお送りします。 

・ 「口座自動引き落とし」をご希望の方は、5 月末に引き落としの予定です。 

 

【お問い合わせ】 一般社団法人日本森林技術協会 管理・普及部（会員事務担当）  
TEL：03-3261-6968  FAX：03-3261-5393  E-mail：mmb@jafta.or.jp    

会費の期間 平成 31 年度分 
（平成 31 年４月～翌年３月） 

 前年度会費が未納の⽅には、未納分を合算 
した払込取扱票をお送りします。 

 

年会費 

●普通会員 3,500 円  ●学⽣会員 2,500 円 
●終⾝会員 1,000 円  ●団体会員 6,000 円 
（⼀括払いの⽅を除く）     （⼀⼝あたり）   

 

払込期限（郵便振替） ５月 31 日（金）まで 「払込取扱票」をご利⽤の場合は、払込⼿数料不要です。
郵便局以外にもコンビニでもご利⽤いただけます。 

 



『森林ノート 』 のご案内 (一社)日本森林技術協会

2019年版・森林ノートを販売しています。ぜひ、ご利用ください。
カレンダー機能や森林・林業関係の情報頁が付いたシンプルなノートです。

なお、普通会員の方には１冊、団体会員には一口あたり２冊を無料でお届けしています。

※「森林技術 月号」に同封して送付しています。会員登録ではなく「年間購読」の方は送付対象外です。ご了承ください。

冊数・お送り先・ご担当者名・電話番号・会員割引有無・ご請求者宛名等を明記のうえ、

ファクシミリで本会販売係宛にお申し込みください。

当協会Webサイトに掲載の注文書もご活用ください。

販売担当へＦＡＸ → （TEL 03-3261-6952 ）

●価格：１冊 円（税，送料別）

ご
注

文

● 年１月～ 年３月までのカレンダーと，月・日別の「予定表」を掲載しています。

簡易なスケジュール帳としてご利用いただけます。ノート部分は，シンプルさが好評な罫線頁です。

● 判型 Ａ５判

● 林野庁，都道府県林業関係部課，都道府県林業試験・指導機関，公立・民間林木育種場，

森林・林業関係学校一覧，森林総合研究所，中央林業関係機関・団体などの連絡先の資料も充実。

● 森林・林業に関する資料も、毎年更新して掲載しています。

JAFEE



SGEC森林認証のご案内

　日本森林技術協会は、緑の循環認証会議（SGEC/PEFC-J）の認証機関としての認定を受け、
「SGEC森林管理認証システム」「SGEC CoC認証システム」の審査業務を実施しており、さら
に、森林認証機関の国際規格であるISO/IEC 17065の認定を平成27年10月27日に取得しま
した。
　これらの規格の取得は、平成28年６月３日に実現したSGECとPEFCの相互承認と併せ、森
林認証の国際的な展開とわが国の森林・林業の発展に寄与するものと期待されています。

［審査費用の見積り］　「認証審査」に要する費用をお見積りいたします。
　「森林管理認証審査」については、①森林の所在地（都道府県市町村名）、②対象となる森林面積、
③まとまりの程度（およその団地数）、④関係する森林計画を、「CoC認証審査」については、①
CoC対象事業体の所在地、②対象業種を、森林認証室までお知らせください。

［申請書の入手方法］
　「審査申請書」及び森林認証Ｑ＆Ａ（手続解説）は、当協会HP＜http://www.jafta.or.jp＞か
らダウンロードしていただくか、森林認証室にお問い合わせください。

【日本森林技術協会によるSGEC森林認証】

申請から認証に至る手順は次のようになっています。
＜申請＞→＜申請のレビュー＞→＜契約＞→＜現地審査＞→＜報告書作成＞→＜評価結果のレビュー＞→
＜森林認証判定委員会による判定＞→＜認証書授与＞→＜SGECへ報告＞→＜SGEC公示＞

●現地審査 書類の確認、申請森林の管理状況の把握、利害関係者との面談等により審査を行います。

５年間です。更新審査を受けることにより認証の継続が行えます。

毎年１回の定期審査を受ける必要があります。
（１年間の事業の実施状況の把握と認証取得時に付された指摘事項の措置状況の確認を行います。）

「森林管理認証」と「CoC認証」の２つがあります。

持続可能で、環境を保全する森林経営を行っている森林を認証します。

●認証のタイプ 多様な所有・管理形態に柔軟に対応するため、次の認証タイプに区分して実施します。
①個別認証（一人の所有者の所有する森林を対象）
②グループ認証（一つの認証書で多数の森林所有者・管理者で構成される森林を対象）

●審査内容 SGECの定めるガイドラインの指標ごとに、指標の事項を満たしているかを評価します。満た
していない場合は、是正処置を求めることがあります。

認証生産物に非認証生産物が混入しない加工・流通・建築等の業務を実践する事業体を認定します。

●認証のタイプ ①個別認証（一つの事業体が行う事業を対象）
②統合CoC認証（複数の事業体が本部のCoC管理のもとで行う事業を対象）
③プロジェクト認証（建築プロジェクトを対象）

●審査内容 SGECの定めるガイドラインに基づき、入荷から出荷にいたる各工程における認証生産物の、
①保管・加工場所等の管理方法が適切か、②情報の伝達が適切か、を確認します。

認　証　審　査

認証の有効期間

定 期 審 査

認 証 の 種 類

１．森林管理認証

２．CoC認証

◆SGECの審査に関するお問い合わせ先◆
一般社団法人 日本森林技術協会　森林認証室

〒102-0085 東京都千代田区六番町７　TEL 03-3261-5516　FAX 03-3261-3840　〔E-mail：ninsho@jafta.or.jp〕
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